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午前９時５８分 開議

委員長（山元経穂君） それでは、おはようございます。

ただいまの出席委員は１３名であります。定足数に達しておりますので、これより本日

の予算特別委員会を開催いたします。

令和７年度予算８会計の全体審査を行います。質問項目ごとに３回までの発言、これは

指摘、要望も含みます。発言時間は答弁を含め１時間を限度としております。

あらかじめ発言通告書が提出されておりますので、委員席順に委員長において指名させ

ていただきます。

また、委員長からお願いをいたしておきます。最終の全体質疑となりますので、質疑、

答弁については、簡潔に分かりやすいものにしていただきますようお願いいたします。

それでは、議事に入ります。

まず、下垣内委員を指名いたします。

下垣内委員。

委員（下垣内和春君） 皆さん、おはようございます。

総括質疑のトップバッターを務めさせていただきます。

まず１点目の質疑でございますが、令和７年度の予算書からの人口減少対策ということ

についてお伺いをさせていただきます。

これまでの社会減の対応としての仕事の創出や移住・定住など竹原市へ新しい人の流れ

をつくる取組や、自然減への対応としての若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえ

るための取組をそれぞれ推進されてこられたと思います。

令和７年度は、人口減少対策の取組をさらに加速することで、持続可能で魅力あるまち

づくりを推進するため、新規事業として奨学金返還支援事業、移住者住宅支援事業、移住

者転居費支援事業、中小企業人材確保支援事業などに新たに取り組み、多様な人材が働き

やすい環境の整備や人材の誘致、育成による人材確保に取り組むことにより、市内産業を

活性化させ、関係人口の創出、拡大から移住への推進を図られておられると考えます。

令和７年度は、人口減少対策の推進体制を強化するため、人口減少対策推進本部を核と

した全庁一丸となって人口減少対策施策を推進、併せて商工会議所と合同で設置した地域

活性化連携会議により、官民一体となった人口減少対策の取組も進められ、今後につきま

しては、市、商工会議所だけでなく、竹原市に関わる多くの関係者と連携したオール竹原

での人口減少対策の取組を進められておられます。
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そこで、お伺いをさせていただきます。

官民協働での取組は初めての取組で、私はいいと思いますけども、実効ある施策等はど

のような取組か、また竹原に関わる多くの関係者との連携した取組とは具体的にどのよう

な取組かについてお伺いをいたします。

委員長（山元経穂君） 企画部長。

企画部長（國川昭治君） まず、人口減少に関わりまして２点質疑をいただいておりまし

て、官民協働での取組で実効性のある施策についてということと、２点目としては多くの

関係者との連携した取組ということでございます。

まず、１点目の官民協働での実効性のある施策についてでございますが、人口減少対策

につきましては、これまでも様々な施策に取り組んできたところでございますが、若い世

代の新学期あるいは就職期での大幅な転出超過が社会減の大きな要因となっているところ

から、人口減少対策の取組をさらに加速させるためには、雇用の確保や産業の活性化が不

可欠であります。このため、今年度竹原商工会議所と合同で地域活性化連携会議を設置

し、官民一体となって人口減少対策の取組を進めているところでございます。

この会議の設置をきっかけといたしまして、竹原商工会議所から会員事業者等を対象に

実施された竹原市の就職、居住環境に関する意識調査の結果から見えてきた本市の課題な

どを踏まえまして、令和７年度につきましては、実効性のある事業として特に若者の市内

での就業促進に取り組むこととし、本市に住み、本市で就業する若者を対象に家賃を補助

する移住者住宅支援事業や引っ越し代金を補助する移住者転居費等支援事業、また奨学金

返還費用を補助する奨学金返還支援事業など、まず若者が戻れる環境整備に新たに取り組

んでいるところで取り組んでまいりたいと考えております。

次に、多くの関係者との連携した取組というところでございますが、本市の人口減少対

策の取組の方向性といたしましては、まず竹原を好きになり、残りたい、戻りたいと思う

若者をまず増やしていくこと、そしてその若者が竹原に住み続けたいと思うまちづくりを

推進することが基本と考えております。

このため、幼少期から竹原を好きになってもらうこと、竹原のライフスタイルのよさを

伝えること、さらには若者が戻れる環境を用意すること、そして若者、子育て期の女性が

住み続けたいと思える一人一人が幸せや楽しさを感じるまちをつくることなど、連続性を

持った取組が重要と考えております。

そのためには、市、竹原商工会議所だけでなく、幼少期に関わりの深い教育関係者をは
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じめ、子育て期等に関わりの深い福祉医療機関や企業関係者、また地域団体など、竹原で

の生活に関わる多くの関係者と連携をいたしまして、人口減少対策に取り組むオール竹原

の取組へと発展させてまいりたいと考えております。

今後は、こうした竹原に関わる多くの関係者と連携して進めることでより効果的な取組

を進め、人口減少に歯止めをかけるよう取り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 下垣内委員。

委員（下垣内和春君） 今までは、竹原市だけで考えていたものを商工会議所、官民、ま

た今後は多くの市民の方と協働で人口減少対策に携わるということですが、人口減少対策

はすぐに効果が出るとは思いませんが、地道な活動をするということが今後の対策に生き

るのではないかと、そういう方向性で対応していただくようになるのではないかと考えて

おります。

続いて、竹原市においては若い女性の減少が多いというのが課題でございます。竹原発

スタートアップ支援事業等においては、女性のチャレンジ支援事業等も実施されている

が、若い女性の働く場所や子育てをしている女性等に働く場所を多く提供する支援事業の

施策等が必要と考えますが、その辺についてお伺いをさせていただきます。

委員長（山元経穂君） 企画部長。

企画部長（國川昭治君） 若い女性の減少対策を進めるためには、若い女性の働く場所や

子育て中の女性の多様な働き方を提供することが重要と考えております。先ほども答弁さ

せていただきました竹原市商工会議所が実施されました意識調査や、また２０代から３０

代女性、あるいは子育て中の女性へのヒアリングのほうをさせていただきました。この結

果からもやはり多様な働き方や職場環境の改善を望む意見がございました。

本市が現在実施している女性のチャレンジ応援事業につきましては、竹原発スタートア

ップ支援事業の施策の一つとして取り組んでいる事業でありますが、いわゆる女性が隙間

時間を活用するなど自分らしい働き方に向け、チャレンジしたい意欲を応援しているもの

でございます。引き続き、この事業は魅力的な仕事の機会を提供するなど、多様な働き方

の実現に向けて取り組むとともに、将来起業を目指す女性にはスタートアップとの交流な

ど様々な取組を推進してまいります。

令和７年１月末には、地域活性化連携会議をきっかけといたしまして、竹原商工会議所

と、よくＣＭ等をやっておりますが、株式会社タイミーが包括連携協定を締結されたとこ
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ろでございます。本市といたしましても、この多様な働き方の創出に向けまして、この包

括協定を踏まえた制度等の周知に関わる連携を会議所と連携を図ってまいりたいと考えて

いるところでございます。

今後におきましても、多様な働き方の提供に加えまして、女性が働きやすい職場環境の

改善に向けて、竹原商工会議所など関係者と連携をしながら、また県等の支援制度等も併

せまして、今後、支援策等を検討し、積極的に取り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 下垣内委員。

委員（下垣内和春君） ３回目ですよね。

今、部長から答弁をいただいたように、女性の方が生き生きと働ける職場を今後は考え

ていただければ、女性の方が元気で働きやすく暮らしやすいような環境をつくっていただ

きたいと考えます。市でできることは市のほうで一生懸命やって、民間でできることと市

でできることで若干違うこともありましょうが、そのようなことを、様々な考えをいろい

ろと考えていただき、本当に女性が竹原市で仕事がしたい、働きやすいところを今後も継

続的に対応していただきますようによろしくお願いしたいと思います。

それでは、次の質疑に入らせていただきます。

これも令和７年度の実施から地域の防災、防犯対策についてお伺いをさせていただきま

す。

本年度の防災、防犯対策につきましては、竹原消防署の個室化のための改修するための

竹原消防署個室化事業や消防団の拠点活動、格納庫等の機能強化をする事業や、南海トラ

フ巨大地震などの大型自然災害に備えるための災害用備蓄整備事業、そして今年度の１月

から新庁舎においては災害時において庁舎機能を充実できるよう非常用の電源の整備や重

要な機械設備の上階設置などにより、新たな防災拠点として機能が強化されております。

また、防犯対策として、地域の自主的な防犯活動を補完し、犯罪の起こりにくい安全な

まちづくりに向けた地域の自主的な取組を支援するための地域防犯カメラ設置補助事業な

ども実施されております。それらのことを考え、今年度の予算については防災、防犯に対

して強化がされているのではないかと考えます。

そこでお伺いをさせていただきます。

新庁舎は、市民の皆様のためのものであると考えております。大規模災害、巨大地震な

どの津波などが発生したときに、市民の皆様は新庁舎をどのように避難場所として利用さ
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れるのか伺います。

また、消防団施設統廃合事業については、事業期間が令和７年から令和２３年まで長期

間にわたるわけですが、今後事業を進めるに当たっては、地元の住民の皆さんや消防団の

場合は消防団後援会とかございますし、消防団の意見をよく聞き、対応すべきだと思いま

すが、いかがお考えかお伺いをさせていただきます。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） お答えいたします。

まず、１点目の新庁舎の避難場所としての利用についてでございます。

令和７年１月から供用開始をいたしました新庁舎につきましては、巨大地震や浸水対策

にも対応できる建物の構造補強などに加えまして、先ほど委員の御指摘がありましたよう

に、災害時においても庁舎機能を維持できるよう、非常用電源の整備や重要な機械設備の

上階設置などにより新たな防災拠点として機能強化を図ったところでございます。

地震の発生に伴いまして、津波警報や大津波警報が発生された場合には、直ちに海岸か

ら離れて、急いで高台などの安全な場所へ避難することが重要でございますけれども、高

台等へ避難する時間がない、こういった場合には一時的に避難を行う場所として市の新庁

舎を津波避難ビルとして指定を行い、緊急的な一時避難場所として利用することとしたと

ころでございます。

ただ、新庁舎につきましては、災害対策本部機能を有するものであるということから、

緊急一時的に避難するために開設する施設でございまして、地震や土砂災害の際の滞在先

として使用するものではないということになっております。そのため、避難生活を行うた

めの避難所機能というものは有しておりませんで、避難生活が必要な場合は、現在、各地

域に指定しております避難所へ移動することが必要となります。

今後におきましても、津波避難ビルと指定避難場所の機能の違いを含めまして様々な機

会を捉えまして、住民に対してここは十分理解いただけるよう周知してまいりたいという

ふうに考えております。

続きまして、消防団施設についての御質疑についてお答えをいたします。

まず、地域防災の中核を担う消防団の活動拠点であります格納庫は、これまで施設の軽

微な修繕とか、随時実施してきたところでございますが、その多くが老朽化している現状

ということになっております。そういった中、令和５年度から６年度にかけまして、消防

団の今後の在り方についてアンケートや検討会を実施いたしたところでございまして、団
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員減少に伴う従来どおりの班運営の困難さ、また老朽化する格納庫についても検討する必

要があるという御意見をいただいているところでございます。こうした意見等を踏まえま

して、人口減少、団員減少、地域性などを考慮して、消防力を維持しつつ長期的な視点に

立ち、施設の更新、統廃合、長寿命化を計画的に進めていく必要があるものと考えている

ところでございます。

老朽化に伴う施設の統合、更新につきましては、昨年の８月に消防団役員会議で計画の

説明を行ったところでございまして、事業の必要性について一定には理解をいただいてい

ると認識をいたしておりますが、消防団につきましては地元自治会や消防後援会など、支

援を受けながら活動をされているということも踏まえまして、統合、更新につきましては

しっかり丁寧に説明をする中で、理解を得ながら事業進捗を図ってまいりたいというふう

に考えております。

以上です。

委員長（山元経穂君） 下垣内委員。

委員（下垣内和春君） ありがとうございます。

新庁舎においては、一時的な避難場所ということであるのですが、その周知とかという

こともしっかり対応するということは言われておりますので、しっかりと市民の皆様方に

は周知をしていただきたいと思います。

そして、消防団の機能につきましては、ほとんどの格納庫はもう老朽化しておりますの

で、その辺を総合するというのは大変いいことだと思いますけど、統合するときに今の消

防団機能を損なうような統合をしてもらっても困るのですが、今からしっかりと対応して

いただきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

続きまして、３点目に入ります。

予算書から見た減災対策についてお伺いします。

令和７年度は、災害復旧事業、緊急自然災害対策事業、河川、道路、林道や本川流域に

おける特定都市河川浸水被害対策推進事業などでありますが、令和６年度に終了する緊急

浚渫推進事業につきましては、継続的に市長にお願いを何度もしてまいりました。今年度

の国の予算案に組み込まれておりますので、この場をお借りして市長にはお礼を申し上げ

たいと考えております。

令和７年度は、緊急自然災害対策事業が最終年度のため、市民の皆様のためにスピード

感を持って事業に当たっていただきたいと個別審査でもお願いはしたところであります。
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今後、令和８年度からは計画的な緊急推進事業を実施いただくことが市民の安全につなが

るとともに、市内事業者の仕事が継続的に発注できるよう取り計らっていただきたいと思

います。

そこでお伺いをさせていただきます。

令和７年度ももう少しで出水期を迎えます。出水期になる前に市内全体の土砂災害危険

箇所や河川等の点検、見回りなどを実施いただき、自然対策に努めていただきたいと思い

ますが、取組の実施についてお伺いします。

委員長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（岡崎太一君） 自然災害防止の点検に関する御質問でございます。

土砂災害危険箇所や河川について出水期前のポンプ能力や排水機能の確認、災害のおそ

れのある箇所を事前に把握する点検やパトロールは、自然災害防止に非常に重要であると

考えております。河川や海岸については、仮設ポンプの配置や緊急時の可搬式ポンプ、樋

門や排水機場のポンプ、ゲート、エンジンなど、主要設備の点検整備、燃料の補給、試運

転など、出水期に当たって排水対策を万全に備えてまいります。

また、側溝や水路などで水量の多い箇所や大規模暗渠など、降雨による溢水で大きな被

害のおそれがある場合は、施設の重要度や被災リスクを勘案して必要に応じて点検などに

も取り組んでまいります。

さらに、土砂災害危険箇所の点検につきましては、職員による点検、パトロール、市民

からの異常通報の速やかな対応などに加えて、出水期前に広島県と竹原市、消防、地元自

治会などでパトロールするなど、官民が連携して自然災害防止に取り組んでまいります。

委員長（山元経穂君） 下垣内委員。

委員（下垣内和春君） ありがとうございました。

次の質問に入ります。

令和７年度は、自然災害対策事業の最終年度であります。この事業も市民の皆さんの安

全対策につながらなくてはならない事業と考えます。竹原市においては、各市町と連携さ

れ、この事業の継続に向けた国への要請をしていただけるよう検討していただけるか、お

伺いをさせていただきます。

委員長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（岡崎太一君） 緊急自然災害対策事業についてお答えいたします。

本制度は国の防災・減災、国土強靱化対策と連携して地方団体が単独で防災インフラの
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整備を実施できるよう令和元年に創設されたもので、河川の護岸整備や道路ののり面、浸

水対策、農道、林道防災など、非常に幅広い防災インフラの整備に活用できるものです。

現行制度は、令和７年度までの時限措置となっており、全国の自治体からは将来にわた

って安定的な財源確保について要望がなされているところです。引き続き、本市において

も要望できるあらゆる機会を捉えまして、本制度の延長と財源の確保について要望してま

いります。

委員長（山元経穂君） 下垣内委員。

委員（下垣内和春君） 前向きな検討をしていただきたいと思っておりますので、よろし

くお願いいたします。

それでは、４つ目の最後の質疑を行います。

４つ目につきましては、令和７年度予算書から見る財政状況と今後の運営についてお伺

いをさせていただきます。

令和７年度の予算案を見て、予算案の２点について私は少し不満がございます。

１点目は、ふるさと応援寄附金の目標額であります。第６次竹原市総合計画での後期基

本計画で、令和７年度の実施目標額は２億５，０００万円であります。ところが、実際に

は令和６年度当初予算と同額の２億円になっているところでございます。令和６年度の見

込みが１億７，０００万円程度になるためと考えますが、ふるさと応援寄附金は竹原市の

自主財源として本市の教育や地域の活性化対策には必要な財源であるため、２億５，００

０万円は難しくとも、２億１，０００万円以上にすべきではなかったかなと私は思いま

す。

２点目でございますが、２点目は財政調整基金の繰入額であります。

令和７年度の一般会計当初予算案は１５４億７，５２１万３，０００円で、令和６年度

の当初予算に比べれば１１億４，３２２万９，０００円も減少しているのにもかかわら

ず、繰入金は７億８，４７８万６，０００円で、令和６年度に比べて２億円以上も増加し

ている。その内容については、維持管理費などが多くと伺っております。大切な財源でご

ざいますので、もう少し慎重な対応をしていただきたいと考えております。しかしなが

ら、予算全体は竹原市の最大の課題である人口減少など、市民の福祉の向上に努められ、

予算案については賛成できる内容かなと考えております。

今後の公共施設ゾーンの再整備事業や公共インフラ事業等には、財源が多く必要でござ

います。現在の竹原市の財政状況からこれらの事業ができない財務内容ではないとは考え
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ます。しかしながら、今後は事業を進めるに当たっては、新たな財源の確保や特に国など

の有利な交付金などを最大限活用して、長期的な視野に立った財政運営に取り組んでいた

だきたいと考えます。

そこで、質疑をさせていただきますけど、自主財源確保の重要な一つであるふるさと応

援寄附金の今後の対策について、どのように取り組まれるかお伺いします。また、財政調

整基金は市民の皆様に使う大切な貯金であります。一般会計予算などを組むためには必要

だとは考えますが、市民の皆さんのために必要な政策や災害時対応などの急な財源に備え

るべきだと考えますが、その辺のお考えをお伺いさせていただきます。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） お答えいたします。

まず、ふるさと応援寄附金についてでございます。

本市におきましては、現在１１のポータルサイトと契約をいたしまして、中間事業者は

竹原観光まちづくり機構としてふるさと納税の増加に向けた取組を行っているところでご

ざいまして、令和６年度の収入額については、令和７年１月末現在で約１億３，５００万

円というふうになっております。令和６年度当初予算ではふるさと応援寄附金の目標額を

２億円としておりましたが、直近の実績から歳入見込みを下方修正をしたところでござい

ます。目標としておりました２億円に至らなかった主な理由といたしましては、まず令和

６年４月に中間事業者を変更したことによりましてシステム等の入替えが発生し、サイト

へのアクセス履歴がリセットされたこと、それから２点目といたしまして、総務省への新

規返礼品の登録におきまして、新規返礼品の候補となる商品数を２００以上、これは増加

させたのでございますけれども、総務省の登録手続において年度当初は毎月１回登録がで

きたものが、全国的に登録数が増加したということから夏場以降約３か月、新規返礼品の

登録の受付が停止されたこと、それから物価高騰によりまして商品単価も増加したことで

商品価格の増または商品内容量の減があったことなどが原因であるというふうに考えてお

ります。

しかしながら、令和５年度実績と比較しますと、令和７年１月末現在、先ほど申し上げ

ました実績が対前年では１，７００万円増加をいたしております。決算見込みでいきます

と、約３，２００万円増加する見込みというふうになっております。来年度につきまして

は、令和７年１０月の制度改正によりましてポイント付与が認められなくなるため、９月

に駆け込み需要が高まるということを想定いたしまして、既に対策を行うよう取組を始め
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ているところでございます。

今後におきましては、新規返礼品の開発、また効果的な広報掲載及び情報発信、またふ

るさと納税の受入方法の充実、こういったものに取り組むことでふるさと納税額の増額に

努めまして、令和７年度の目標額が達成できるよう努めてまいりたいというふうに考えて

おります。

続いて、２点目の財政調整基金についてでございますが、財政調整基金におきまして

は、年度間の財源の不均衡を調整するための積立金ということで、予期しない収入減少や

一時的に支出増加等があることに備えまして長期的視点に立った計画的な財政運営を行う

ため、財源の余裕がある年度に積立てておくものでございます。

基金につきましては、過去には当初予算で１０億円以上の基金の取崩しを予算化した年

度もございまして、年度途中の補正や大規模災害の発生に伴う一時的な予算措置への備え

なども念頭に置けば、基金の保有額というものは多額であるということが望ましいという

ふうに考えておりますが、特に財政調整基金につきましては、基金の減少が見込まれる中

でも将来的には標準財政規模の１５％程度、竹原市で申しますと約１２億円程度は少なく

とも確保しておくことが望ましいと、現在考えているところでございます。

今後におきましても、災害など緊急的に対応できるよう必要な基金残高を確保しつつ、

今後の社会経済情勢や国、県等の動向を注視しながら、中・長期的な視点で持続可能な財

政運営に努めてまいりたいというふうに考えております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 下垣内委員。

委員（下垣内和春君） 寄附金と今の調整基金については説明をしていただきましたが、

ふるさと納税推進事業について、当然、寄附金を拡大するという中で、返礼品の新規拡充

とかブラッシュアップ等にどのように今後取り組まれるかについて、またお伺いします。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 今後の取組について、先ほどもちょっと触れさせていただいた

のですけれども、まずは新規返礼品の開発につきましては、新たな返礼品の開発というの

も既に取り組んでいる部分もございます。あわせまして、体験宿泊というようなコト消

費、こういったものも返礼品に加えたいというふうに考えております。あわせまして、有

料広告の掲載でありますとか、商品画像の更新など、これは現在の専門業者にそういった

ノウハウを学んでいるところでございまして、効果的なそういった広報掲載、情報発信に
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努めることで、より目に触れるような形、より映えるといいますか、そういった刺さるよ

うな広告というものもしっかり行いながら納税額の増加というものにも努めてまいりた

い。

また、受入れ方法の充実ということで、現地決済型のふるさと納税でありますとか、ガ

バメントクラウドファンディング、こういったものもしっかり活用する中で、そういった

ブラッシュアップまたは納税額の増加に努めるということで、来年度はしっかり取り組ん

でまいりたいというふうに考えております。

委員長（山元経穂君） 下垣内委員。

委員（下垣内和春君） ありがとうございます。

この２点について、自分としてはもう少し前向きに対応してほしかったなということが

あったので、御質疑をさせていただきました。

最後に、質疑をさせていただきます。

本市の今の財政状況は、公共施設ゾーン再整備事業をはじめとする計画的な各事業の実

施は、私は可能と考えております。だから、実質的には地方債権の残高がやはり事業をす

るために増加してくるわけでございます。そうすると、財政というのは大変厳しくなると

いう現状は踏まえてもらいながら、今後の財政運営に努めて取り組んでいただきたいと思

いますが、その辺について最後に市長にお伺いをさせていただいて、私の質疑を終わらせ

ていただきます。

委員長（山元経穂君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 様々な財源確保、また財政運営についての御提言をいただいたとこ

ろでございます。

理事者といたしましては、これまでも事業を実施するに当たりまして、事業の必要性や

実施時期、実施方法、これらについて議論した上で、有利な財源の有無を確認して一般財

源の持ち出しを軽減するように努めてまいりました。引き続き、限られた経営資源、最適

配分、そして歳入の積極的な確保、これは各部長のほうからるる御説明をしたとおりであ

りますが、従前の歳入確保手法以外の手法、例えばふるさと納税でありますとか、新たな

財源として創設されたものへのチャレンジ、そのようなものを含め、安定的な財政運営、

財源の確保、積極的な推進について、これからも取り組んでまいる所存でございます。財

政運営の基本、最少の経費で最大の効果が上げられるよう、今後もしっかりと取り組んで

まいりたいと思っております。
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委員長（山元経穂君） 以上で下垣内委員の質疑を終了いたします。

続きまして、今田委員を指名いたします。

今田委員。

委員（今田佳男君） それでは、今日は教員の働き方改革について、文化財の保存と活用

について、情報の開示についてという３点で質疑をさせていただきます。

要旨を読みますので、１番、校務支援整備事業とプール維持管理業務委託料、この２点

について個別審査で質疑をさせていただきました。

校務支援システムが導入されることとなって教員の負担軽減につながることを期待して

いる。学校のプールは近年の猛暑で使用できる日数が極端に減少している上に、施設の管

理については教員の負担が大きい。今後、廃止を含めて対応を検討すべきではないかと、

個別のときにこの内容で質疑をさせていただきました。

校務管理システムは、現場からかなり長い間、導入の希望があったというふうに聞いて

おりまして、今回導入されると。それで、今年度準備をして来年度から導入の予定という

ふうに聞いておりますので、これは非常に期待をしております。恐らく先生方の負担軽減

にかなりつながるのものではないかというふうに思っております。

また、学校のプールについては、今読みましたように使う日数が少ない、保全にもかな

りの費用がかかるという意味で、新たな対策が必要ではないかということを思っておりま

す。

学校側は現在コミュニティ・スクールで地域の方と一生懸命１つのことをやっていこう

としてて、１年生サポーターとかを入れて、地域の方と協力して負担軽減ということを進

めている学校もあります。

教員の働き方について答弁をお願いします。

委員長（山元経穂君） 教育委員会参事。

教育委員会参事（大橋美代子君） 教員の働き方改革についての質問でございました。

まず、校務支援システムの導入につきましては、教職員による学校、学級経営に必要な

情報や児童生徒の状況が一元管理でき、教職員の業務負担軽減に向けて効果が期待できる

ものであります。したがいまして、導入に当たりましては、システムを利用する現場の声

を聞くことなどにより、業務負担軽減の効果が発現できるようなシステムの選定について

検討をしてまいりたいと思っております。

次に、学校プールについてでございますが、市立学校におきましては毎年６月から７月
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を中心に暑さ指数に対応しながら各学年５回から１０回程度、学校プールを利用した水泳

の授業を行っております。その際、学校プールの管理につきましては、プール用薬剤の投

入やろ過器の稼働、また水位によっては給水作業等を各学校の管理職や教員、また用務員

等が毎日行っております。一方、他の自治体におきましては、管理を担当していた教員等

が給水の停止をしなかったため、継続して給水が行われてしまい、結果として校長や該当

教員等が水道料金を賠償するという事案も発生している現状があります。

このような中、文部科学省より令和６年７月１０日付で学校における働き方改革に配慮

した学校プールの管理の在り方について示され、学校プールの管理業務に関する教師等の

負担を軽減するための積極的な取組を検討するよう依頼がありました。

これらの国の流れも踏まえまして、本市としましても学校プールの維持管理に関する教

師等の負担軽減を図るとともに、適切にプール管理業務を行うための環境整備を行う必要

があると考えております。

今後、指定管理者制度の活用や民間業者への一部委託など、民間の力の活用についても

研究し、適切な取組について考えてまいります。

委員長（山元経穂君） 今田委員。

委員（今田佳男君） プールについては、今、大分前向きな御答弁ありましたので、今後

十分検討していただいて、やっていただきたいと思います。

次に２点目、文化財の保存と活用についてであります。

概要９ページで、亀田家住宅取得・保存活用事業ということで、伝統的建造物群保存地

区内の亀田家住宅を取得することは非常にすばらしいことである。旧森川家住宅は保存と

同時に積極的に活用が進められているが、今後、他の文化財の保存と活用はどのように進

められようとしているのかというのが、発言通告書であります。

森川家住宅は、今、個別でほかの委員さんが質問されたときにありましたけど、かなり

収益が発生しているという説明もありました。これから、恐らく吉井家住宅も保存、今、

修理とかされていますけれども、ここも今後活用の話も出てくると思います。

ですから、こういう全体を込めて、今回、亀田家住宅については非常に手が入ってて、

修繕もそんなに要らないのではないかという話もある。そうすると、早めに活用というこ

とを個別でもお願いしましたけれども、こういう全体を込めて保存と活用ということで、

どのようにお考えかお願いします。

委員長（山元経穂君） 教育次長。
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教育委員会教育次長（沖本 太君） 旧森川家住宅の取組について取り上げていただきま

してありがとうございます。

旧森川家住宅につきましては、現在、保存の取組といたしまして、離れ座敷の根本修理

を実施しておりますが、また同時に活用の取組といたしまして、施設の公開と民間事業者

によるカフェ営業、またホテルのフロントラウンジとしても利用されております。委員が

おっしゃっていただいたように、施設利用料の増加につながっているところでございま

す。こうした旧森川家住宅の活用につきましては、これまで歴史的建造物の活用に関する

社会実験を実施し、民間事業者による意見を参考にして取り組んできた、その成果による

ものと考えております。

御質問の今後の文化財の保存と活用をどのように進めるかにつきましては、保存と活用

の両面から取組を進めてまいりたいと考えております。市が有する歴史的建造物をはじめ

といたしました各種文化財を観光資源として活用するためには、歴史的、文化財的価値が

あって初めて可能になる、つまり人をひきつける魅力が出るものと考えております。

こうしたことから、市が有する歴史的建造物について、まずは調査により歴史的文化財

的価値を明らかにし、必要な修理を実施するなど、適切な保存に取り組んだ上で、効果的

な活用を進めたいと考えております。

なお、旧森川家住宅を含む市有の歴史的建造物の保存と活用につきましては、今年度、

文化財調査の結果等を踏まえ、施設ごとに今後の保存と活用の実施方針を策定し、常任委

員会においても御説明をさせていただいたところでございます。今後におきましては、こ

の実施方針に基づきまして、積極的に保存と活用を進めてまいりたいと考えております。

以上です。

委員長（山元経穂君） 今田委員。

委員（今田佳男君） 保存と活用ということで、保存はお金もすごくかかるので、活用し

て収益を上げていかざるを得ないということ、これはなかなかの御理解いただけることが

難しいことも出てくると思いますので、その点は地域の方に十分御理解をしていただくよ

うなことも進めていただきたいと思います。

それで、今、１点目の教員の働き方改革について、それから２点目の文化財の保存と活

用について、こちらはどちらも教育委員会所管になります。今、私が質問をさせていただ

いた２点について、教育長のお考えがあればお願いいたします。

委員長（山元経穂君） 教育長。
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教育長（高田英弘君） 学校における働き方改革の推進につきましては、委員御存じのよ

うにこのことを竹原市学校教育推進ビジョンの土台に位置づけて取り組んでおります。す

なわち、働き方改革の推進なくして学校教育の充実なしとの思いで、解決すべき重要な課

題として取り組んでいることをまずもって御理解いただきたいと思います。

定例市議会の場でも御説明させていただいておりますが、例えば、令和４年度から令和

６年度を計画期間といたします学校における働き方改革取組方針におきまして掲げており

ます時間外勤務時間が月４５時間超の教職員をゼロ人にするという目標につきましては、

令和７年度１月の時点で月４５時間超の教職員は９人となっております。時間外勤務時間

が月４５時間超の教職員の延べ人数について見てみますと、令和２年度と令和５年度を比

較してみますと、延べ８５人の改善となっておりまして、月ごとの平均で見ますと５人の

減少となっております。

成果指標、すなわち目標目当てとしておりますゼロ人とすることはいまだ到達していな

いものの、働き方改革の取組成果が一定に見られるものと考えております。しかし、学校

における働き方改革の推進におきましては、例えばゼロ人を目指すために時間管理のみで

学校運営をすることに陥りますと、教育の空洞化や教育の質の低下を招くリスクもござい

ます。つまり上限時間の範囲内とすること自体を目的とするのでなく、勤務実態を踏まえ

ながら業務や環境を検証し、改善し、長時間化を防ぐことが肝要である、こういうふうに

考えております。

本日御提案をいただいた学校プールの管理についての望ましい在り方を模索することな

ど、これまでの各種取組を省察いたしまして、新年度には令和７年度以降の取組方針をお

示しし、教職員一人一人と学校全体でのウェルビーイングの向上を追求し、このことの本

質的な解決に精いっぱい努めてまいりたいと、こういうふうに思っているところでござい

ます。

続いて、文化財の保存、活用についてでございますが、文化財の保存と活用につきまし

ては、委員御指摘のとおり、積極的に取組を進めておりまして、一定の成果を上げている

ところでございます。在広島のテレビ局や各新聞等においても、ここ数年、毎年２０件程

度が取り上げていただいておりまして、市外からの認知度も高まってきていると捉えてい

るところでございます。

市内には町並み保存地区をはじめまして、多くの文化財があり、それぞれの歴史的、文

化財的価値を十分に把握した上で、適切に保存し、有効的に活用することが重要だと考え
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ております。教育委員会といたしましては、これまでに先人が培ってきた文教のまちたけ

はらの精神をしっかりと受け継ぎながら、文化財を次世代に継承すべく、文化財の保存と

活用を鋭意進めてまいりたいと思います。

以上、答弁とさせていただきます。

委員長（山元経穂君） 今田委員。

委員（今田佳男君） それでは、３番目の情報開示について質疑をさせていただきます。

予算書１９５ページ、道の駅管理に要する経費について質疑をさせていただきました

が、道の駅は来年度から新しい指定管理者が選定されたが、期間は５年であり、その間の

情報はその都度開示されるべきと考える。指定管理者モニタリング評価結果を公表してい

る自治体もある。今後、情報開示を検討すべきではないかということです。

道の駅の管理に要する経費について質疑をさせていただいたときに、この内容で質疑を

させていただいて、情報開示と、それでもしいろんな不都合があれば、私たちも議会とし

て認めてやってもらっているわけなので、不都合があればむしろ応援するようなこともし

ないといけないのではないかということも申し上げました。だから、こういう開示を年度

ごと、いろんな場面場面があると思いますけれどもしていただきたいという思いで、質疑

をしております。御答弁お願いします。

委員長（山元経穂君） 企画部長。

企画部長（國川昭治君） まず、道の駅の指定管理につきましては、先ほど委員の質疑で

ありましたとおり、来年度から新たな指定管理者を指定し、５年間の運営をいただくこと

としておりますけども、これまでの例で言いますと、道の駅たけはらの管理、運営状況に

つきましては、基本協定に基づきまして指定管理者から毎月事業の実施に関すること、施

設の運営に関すること、施設の管理に関すること、収支に関することなどについて報告を

受けているところでございます。

指定管理期間中の業務の実施状況などの情報開示につきましては、公の施設の管理業務

について透明性と公平性を確保するため必要であると考えておりますので、情報の取扱い

につきましては情報公開条例の規定を踏まえながら随時提供してまいりたいと考えている

ところでございます。

また、指定管理者のモニタリング評価の結果の公表というところでございますが、モニ

タリング評価については公の施設について管理運営が計画どおり、また適切かつ確実に実

施されているかどうかを確認するとともに、指定管理者自身の評価を踏まえ、より質の高
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い運営に資することを目的として指定管理による業務内容等を検証し、評価する仕組みを

モニタリング評価とされているところでございます。

道の駅の指定管理の業務の評価につきましては、基本協定を締結している中で、適正か

つ確実に遂行されているか、あるいは指定管理者がサービスを安定的かつ継続的な提供が

なされているか、また市が定める要求水準が達成できているかの視点で、現在、実施状況

について評価をしているところでございます。

この評価の公表については、他市町におきましても指定管理者が行う管理業務の透明性

の向上を図るため、評価結果をホームページ上にて公表している状況もありますので、本

市におきましても指定管理者制度を導入しているほかの施設も含めまして、今後、情報開

示については検討してまいりたいと考えているところでございます。よろしくお願いいた

します。

委員長（山元経穂君） 今田委員。

委員（今田佳男君） きっかけというか、取りかかりは道の駅の指定管理ということで、

こういう質疑をさせていただきました、情報開示。今、御答弁でほかの点についても情報

開示は積極的にというような御答弁だったと思うのです。いろいろ市が行政をやられてい

るのですけれども、最近は片仮名が多かったり、ローマ字が多かったり、非常に分かりに

くい事業が多い。そうすると、説明をしたつもりでも市民に伝わっていないということが

非常に多いのだと思うのですね。まちを歩いてもよく分からないという話がよく出てきま

す。ですから、今回は道の駅をきっかけにしていますけれども、いろんな意味で情報開

示、それから市民への説明というのは、今後もっともっと大事にしていくべきだと思うの

です。議会だよりを毎回つくって発行しますけれども、ほとんど読んでおられないという

のがどうも実状で、一生懸命つくるのですけどなかなか読んでもらえないと、伝わらない

ということで、こっちは情報を出しているつもりでも市民に伝わっていないということが

多々あると思います。

そういうことがあると思いますので、今回情報開示ということを質疑をさせていただき

ました。この点は、市長ももう少し情報開示、それから市民と対話ということを一生懸命

やられていますけれども、こういう点についてももっと検討していただきたいと思います

が、市長の御所見があればお願いします。

委員長（山元経穂君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 情報開示といいますか。情報提供またはその周知についての御提言
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というふうに受け止めております。この間も様々な形での情報提供または広報周知に取り

組んできた長年の取組はあるものの、これをやれば必ず情報が全ての方に伝わるというこ

とではないという認識の下に、様々な媒体を活用しながら情報はキャッチできる手法をつ

くり出し、それによって周知、啓発、広報を進めているところでございます。今後もその

考え方に変わりはなく、様々な手法を通じましていろんな形で少しでも広く現状よりも伝

わるような手法について、職員一丸となって、また関係者とも連携しながら取り組んでま

いりたいと思っております。

委員長（山元経穂君） 以上で今田委員の質疑を終了いたします。

ここで、議事の都合により、１１時５分まで暫時休憩いたします。

午前１０時５２分 休憩

午前１１時０２分 再開

委員長（山元経穂君） 休憩を閉じて議事を再開いたします。

次に、堀越委員を指名いたします。

堀越委員。

委員（堀越賢二君） それでは、質疑をさせていただきます。

まず、地域防災ネットワーク推進に要する経費のところで、個別審査では備品の内容に

ついて確認をさせていただきました。

それらは避難所の生活の質の向上が図られるものということで、さらなる充実を推進し

ていただきたいというふうに思います。そのときに、ペットボトルの飲料水――保管に使

う水ですけれども――こちらのペットボトルをアルミ缶にしてはどうかというふうに提案

をさせていただいたのは、現在、水だけではなくて備品のほうも進化したり、変化してい

っているのだよということを、まず市民の方に知ってもらうということが必要であるとい

うふうに思いました。まずは、公助も大切ですけれども、やはり自助の部分をしっかりす

ることが何より重要だというふうに考えるからです。

水だけではなく食べ物や周辺機器も同様に市が率先して導入することが、市民の皆さん

に周知という部分では効果的だと思います。現在、備蓄をしている備品の更新時期の把握

とその更新状況についてお伺いいたします。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 備蓄品の更新時期と把握についての御質疑でございます。

大規模災害等の発生時に必要な物資につきましては、まずは各家庭や企業などが備蓄を
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していただき、避難所等に避難をする際に持参をしていただくことをお願いをいたしてお

りますけれども、建物の倒壊や焼失などによりまして備蓄した物資を避難所などに持参で

きない場合を想定いたしまして、県と市が被災者等に対し、円滑な応急対応を行うために

一定の物資を備蓄をしているところでございます。

備蓄品の装備方針につきましては、南海トラフ巨大地震などの大規模自然災害の発生に

備えまして、食料、飲料水、また生活必需品などの災害応急救助物資の備蓄等について、

竹原市災害備蓄方針によりまして備蓄の方向性や備蓄の目標を定めまして計画的に推進を

いたしているところでございます。

備蓄物資の更新時期の把握と更新状況について、備蓄物資の購入につきましては２０年

間での備蓄サイクルによる購入計画を立てまして、食料や飲料水など一定年数での更新が

必要な物資につきましては、購入費用の平準化も図りながら更新を実施をしているところ

でございます。また、備蓄物資の管理につきましては、現在、物資調達・輸送調整等支援

システム、こういったものを活用いたしまして、品目ごとの配備場所、数量、保存期限な

どの情報を一元管理をいたしておりまして、保存状況を管理しながら随時更新を行ってい

るところでございます。

今後におきましても、こういった備蓄方針を基に必要な物資を整備しまして、適正に管

理をしてまいりたいというふうに考えております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） ありがとうございます。

しっかりとシステムを活用して管理をしているということで、その点は非常に大切なこ

とであろうと思います。

そうはいえども、備蓄品の更新時期でどうしても賞味期限というか、消費期限があるも

のというものの更新時期は、そういった機会を本当に活用して少し前倒しで早い段階でも

いいですから、市民の皆さんへ防災意識の向上や啓発活動、こういったような充実を図る

べきではないか、そういうものを活用して。そういうことが必要だというふうに考えま

す。

先ほど、アルミ缶の話もしましたが、アルミ缶であれば、今の時代ですからリサイク

ル、活用できるということもあります。ごみにならずにリサイクルできるといったような

面もありますし、様々な食べ物だけではなくて、ラジオですとかいろんな手袋、シート、
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様々なものもありますけれども、そういったような周辺機器とかも今非常に進化をしてい

て、安価でいいものがたくさんあります。昔の防災セットみたいなようなものでなくて

も、例えば、昔だとハンドルを回してライトをこうやるというものもあって、それを回し

ている間はライトがつくのですけど、そのライトが今はＬＥＤになって明るくもなってい

ますが、水につけるだけで長時間発光するような本当に安いものもあります。そういった

ようなものもあるということの周知は、こういったような更新時期も兼ねて、今までもや

っていますよ、いろんな各地域でやる防災のイベントのときにおいて乾パンの食事という

か、今は乾パンだけなくて、缶缶を開けたらもう焼きたてのパンができるようなもの、水

でも炊きたての御飯のようなものができるもの、様々あります。そういったようなものが

常に新しくなっている、新しいものが出ると参加された方もすごく興味を持つのですよ

ね。その興味というものが購買意欲に、私は結びつくと思います。今、家電量販店とかに

おいてもポータブル電源を売場のメインの場所に置いてあったりとか、そういう防災グッ

ズというものが非常に注目されていますので、先ほども言いましたように、まずは自助の

部分を充実していただくためにも、行政のほうが率先してそういう新しいものを紹介した

りする機会に積極的に活用すべきだというふうに思います。企業であったら、Ｊ－ＰＯＷ

ＥＲさんとかで備蓄している物の消費期限が近くなったら、昔でいう公民館まつりとかに

寄贈いただいて、皆さんにそういったような必要性というものに活用させていただきまし

た。ぜひそういうものを行政が主体となってしっかり進めていく、そういうようなもの

も、まずどういったようなものがあるかといったような把握もしっかりすべきだと思いま

すし、非常持ち出し袋にしてもそうです、いろんなデザインのものがありますし、そうい

ったような物をしっかり行政主導で発信をしていただきたいと思いますが、この件につい

てはいかがでしょうか。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 委員の御指摘はもっともだというふうに考えております。もち

ろん、特に飲料水、また食料品については賞味期限、消費期限というものもありますの

で、先ほど２０年スパンと言いつつも、やはり３年から５年程度で賞味期限が切れるもの

については随時更新をする。その際に、御指摘のとおり、常にそういった備蓄品というも

のは進化しておりますので、そういった新しくて使い勝手のいいものに更新していくとい

うのは当然すべきものというふうに考えておりまして、そういった機会を捉えまして当然

住民の方に対してもそういった商品といいますか、災害備蓄品の紹介というのも随時して
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いく必要があるということで、いろんな防災訓練でありますとか、様々な機会を捉えまし

て、そういった新たな機能を持ち合わせたそういった災害に関する備品もしくは食料品に

ついては、紹介に努めてまいりたいというふうに考えておりますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） 新庁舎も防災拠点ということでありますので、今まで旧庁舎のロビ

ーで開いていた啓発事業とかも新しい形でこの新庁舎で実施をしていただきたいというふ

うに思いますが、その点についてはいかがでしょうか。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） もちろん、特にこの新庁舎というのは防災機能を備えたそうい

った災害拠点ということもありまして、そういったものは積極的に啓発も含めて開催すべ

きものというふうに考えております。これも一定に機会を捉えまして、旧庁舎でやってい

たものを継承する形でさらに進化できるものは進化するような形で定期的に開催できれば

というふうに考えておりますので、そういった計画も立てながら、随時そこは実施してま

いりたいというふうに考えております。

以上です。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） それでは次に、合併処理浄化槽普及に要する経費の部分で、個別審

査においては、公共下水道が整備されていない地区において、設置当時と現在の家族構成

が大きく変化しており、居住人数に対して浄化槽が大きくて使用状況と合っていないので

点検時の費用負担の支払い方法や助成を検討すべきではないでしょうかといったようなお

話をさせていただきました。

その折に、みなし公共下水道というふうな話を伺いました。費用面ということはありま

すけれども、公共事業の公平性、こういったような部分からもぜひとも実現すべきという

ふうに私は考えますが、この点についてはいかがでしょうか。

委員長（山元経穂君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（森重美紀君） みなし公共下水道、すなわち公共浄化槽、市のほうで浄化

槽の維持管理を行い、市民から使用料を徴収するといった制度についての御質問でござい

ます。

本市といたしましても、公共下水道使用者と合併浄化槽使用者の負担の公平性を図るこ
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とは重要な課題であると認識しております。その課題解決のため、令和７年度から新たに

公共下水道工事認可区域外に新築される住宅を合併処理浄化槽設置補助金の補助対象とし

たところであります。公共浄化槽につきましては、市が合併処理浄化槽の維持管理を行う

ことによる放流水質の向上や、市民の合併処理浄化槽の維持管理に関する負担軽減が見込

まれるなどのメリットがある一方で、市の財政負担や事務負担が増大するとともに、単独

処理浄化槽は対象としないなど、課題も多いと考えております。

今後、先進自治体の情報を収集しながら、調査研究してまいります。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） ありがとうございます。

令和７年度の新年度予算において、先ほど部長答弁にもありましたように、新築にも補

助をされるということになったのは本当にありがたいものだと思っております。以前から

ずっと言われていたことがようやく実現したということで、この点については非常に評価

をしております。しかしながら、公共下水道の整備対象外の地区ということを考えてもら

わないといけないというふうに思います。

合併浄化槽の普及に要する経費の部分においては、しっかりと拡充をしていただきまし

たので質疑はここまでとさせていただきますが、先ほどありましたように、今後も引き続

き調査をしていただいて、竹原市の規模に合った、住民の生活に合ったようなものをしっ

かりと進めていっていただきたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

それでは、次に移ります。

予算書は４１３ページで、概要の２２ページ、家族介護支援事業に要する経費のところ

で、個別審査のほうではＱＲコード付のシール、こちらも非常に大切でありますが、認知

症であったり、そういったような本人以外の方をどうしても頼りにしてしまうといったよ

うなもので、自らが発するものではないため、なかなか早期発見とかというものにはつな

がりにくいのではないかというふうに質疑をさせていただきました。

しかしながら、こういったような一つ一つの積み重ねが、こういったような取組が、し

っかり市民の皆さんに知れ渡って、多くの人の目でしっかりと見守ることの大切さは非常

に大切だというふうに理解をしております。

そうはいえども、家族の方や身内の方が利用料などが改善されるということであれば、
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ＧＰＳ機能のあるタグ、こういったようなものが最も有効的なものであるというふうに私

は考えますので、行方不明になって発見が遅れたということで命を落とすようなことがゼ

ロになるように、公的なサポートをする時代に来ているというふうに考えますが、この点

についてはいかがでしょうか。

委員長（山元経穂君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（森重美紀君） 認知症高齢者等見守り事業についての御質問でございま

す。

委員におっしゃっていただきましたように、本市ではあんしんホルダー登録システム事

業として、認知症高齢者が外出した際、道に迷い、家に帰れなくなっても、登録番号や地

域包括支援センター、警察の電話番号を記載したあんしんホルダーを見かけた人が地域包

括支援センターや警察へ通報し、通報を受けた機関が登録してある御家族へ連絡を取れる

サービスを行っております。それに加えて、令和７年度から認知症行方不明者の安全を確

保し、本人や家族の不安を解消するため、認知症高齢者見守り事業としてＱＲコードつき

シールを交付する事業実施を予定しております。

委員のおっしゃられております行方不明になり発見が遅れたことで命を落とす事案につ

いてでございますが、ＧＰＳ機能が搭載された端末購入費など、初期費用を助成する事業

や徘回高齢者家族支援サービスとして、携帯用端末機器を貸付けする事業を他市町では行

っておられます。持ち運び型のＧＰＳ端末は、認知症高齢者の方が持っていくこと忘れた

り、なくしたりするという課題はございますが、いつも使うかばんに入れておくなど、Ｇ

ＰＳ端末を常に持ち歩くことで、自宅のパソコンやスマートフォンで現在の居場所を検索

でき、早期発見により事故防止につながることから、本市におきましても認知症の方や御

家族のニーズを踏まえながら、利便性や効果、コストなど、先行事例を参考にＧＰＳ機能

端末の導入や助成事業を検討してまいりたいと考えております。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） しっかりした答弁をいただきましたので、ぜひともこれが実現をし

て、それが必要である方、認知症の方の事故とか、そういったものが本当にゼロになるよ

うな取組をしっかりと進めていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

それでは、次に入ります。

次は、文化振興に要する経費で、今井政之顕彰施設整備事業についてお伺いいたしま

す。
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個別審査のときには、基本計画策定においては竹原市がどういうビジョンで整備をする

かはっきりと示すことが非常に重要であるというふうに質疑をいたしました。計画時にお

いては、非常に多様な意見を受け入れ過ぎることはよくないというふうに私は考えます。

これは情報収集とか、いろんな意見を聞かないといったようなことではなくて、あまりに

も方向性が違うことをたくさん受けてしまうと、先ほど言ったように、竹原市が柱とする

ものがぶれてはいけないので、私はそういうふうに考えております。

そして、何よりこの施設を整備していくことが大事なのかというのは、皆さんも同じ考

えだとは思いますけれども、一人でも多くの方に今井政之先生の作品を見ていただいて、

先生のすばらしさと功績を知っていくいただくためのことが何より大事だ、そういうよう

な環境を整備していく、そういったようなものの施設整備、基本計画を策定すべきだとい

うふうに強く私は思うのですけれども、その点についてお伺いをいたします。

委員長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 今井政之顕彰施設整備事業に係る基本計画の策定に

ついて御質問をいただきました。

今井先生につきましては、本市に豊山窯を築かれまして、面象嵌の第一人者になられた

ことなどにより、陶芸家として技術力や芸術性を世界から高く評価され、平成２３年には

文化功労者として顕彰され、そして平成３０年には文化勲章を受章されるなど、日本を代

表される芸術家として輝かしい御功績を残されております。

さらに、御承知のとおり、Ｇ７広島サミット２０２３で広島に来られた各国首脳に送ら

れた花瓶、これも今井先生の作品でありまして、それだけ世界に通用する芸術家であった

ということは紛れもない事実であると、そのように考えております。

こうした本市が誇る今井政之先生が残された作品について、御遺族の方から７５０点を

超える多くの御寄附をいただいておりますが、このように１人の芸術家の作品がこれほど

多く集まることは非常にまれであると考えております。

こうしたことを踏まえまして、今年度におきまして、顕彰施設の整備に向けて、博物館

の運営、陶芸また建築の専門家等で組織をいたします基本構想策定委員会を立ち上げ、施

設の基本理念、また基本理念を実現するための機能、そしてその機能を活用した事業の方

向性などを基本構想として取りまとめているところでございます。

その基本構想の中には、御寄附いただいた多くの作品を芸術資源として活用するだけで

なく、教育資源や観光資源としても活用するための考え方や方策も含めることとしており
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ます。

新年度におきましては、こうした基本構想に盛り込んだ内容をより具現化した取組等を

基本計画の策定において検討し、この施設が多くの人を引きつける魅力がある、そして市

全体に集客効果を波及させる、そういった拠点となるようにしっかりと取り組んでまいり

たいと考えております。

以上です。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） 今からということでありますので、ただ単に芸術資源ということだ

けでなくて、教育や観光の資源としてもしっかり活用できるようなものを、この部分は本

当に多くの意見を聞いて進めていっていただきたいと思いますが、竹原市がしっかりとし

た柱、どういうふうなものというものを持っていないといけないと思いますので、その点

はぶれずに竹原市が方向性をしっかり出していくべきだというふうに思います。

この顕彰施設でありますけれども、竹原市においては、現在、たけはら美術館も閉じて

おりますし、なかなかそういったような文化、芸術、美術、そういったようなものに触れ

合う機会というものが少ないです。今後、この今井政之氏を顕彰する施設というものは、

今井先生個人を顕彰するものであるのか、それとも何かたけはら美術館というものができ

て、その一部を顕彰する場として設置をするといったようなものなのか、この点について

お伺いします。

委員長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 現在、これまで本市の中にありました様々な芸術文

化の展示機能の再構築を進めているところでございますが、三次市におきましては奥田元

宋氏、またその奥様の小由女氏、また尾道市の圓鍔勝三氏や平山郁夫氏のように、県内の

他市において輩出されました文化勲章受章者におかれましては、それぞれ個人を顕彰する

施設によって功績を後世に伝えられております。こうしたことや、先ほど答弁申し上げま

したように、１人の芸術家の作品がこれほど多く集まっていること、このことによって

様々な展示方法が可能となるということを踏まえまして、本市においても今井政之氏個人

を顕彰する施設を整備することが望ましいと、そのように考えております。

以上です。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） 私もそういう美術品には詳しいほうではありませんけれども、先生
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の作品は大小様々ありますし、色も晩年は白磁を追及されて非常にすばらしい作品を拝見

させていただいておりました。これは老若男女を含めてどなたが見ても非常に見応えのあ

るすばらしい世界に誇る作品だというふうに思いますので、私は先ほどいただきました個

人を顕彰する施設ということでありますけれども、逆に今井先生の顕彰施設の中に、その

一部分にたけはら美術館のようなものが、逆ですよね、あるといったような、そういうよ

うなボリューム感をつけても全然問題ないというふうな感じがしております。これはちょ

っと極端な物言いではありますけれども、それほど世界に誇る、日本が誇る今井先生です

から、その部分においては皆さんが本当に１点、１点、先生の作品を見ていただけるよう

な施設、そして竹原市のよさもその中で何か美術館としての機能というふうなものも出す

べきではないかというふうに思います。これはまだまだこれからどういうふうな形にして

いくかというものは検討されるとは思いますけれども、今までのこうだからといったよう

なものではなくて、斬新な考えを持ってそういう皆さん、一人でも多くの方の目に取って

いただけるような、見ていただけるような作品を顕彰する施設、そういったようなものの

整備に努めていただきたいと思いますが、この点についてはいかがお考えでしょうか。

委員長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 委員おっしゃられるとおり、これだけたくさんの、

多くいただいたこの作品を市民の皆様、また世界から来られる方にしっかり見ていただき

たいと思っております。

いただいたこの作品については、先ほどありましたように面象嵌のものもありますし、

違う手法で作られた作品、またテーマも自然を生かしたテーマの作品でありますとか、春

夏秋冬、季節を分けて展示できる、そういった様々な切り口で展示ができるほどのたくさ

んの作品をいただいております。この作品を、先ほどの答弁とも重複するのですが、芸術

資源としてだけで考えるのではなくて、本当に教育資源、また観光資源としてしっかり活

用できるように基本計画の策定に取り組んでまいりたいと、そのように考えております。

以上です。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） ありがとうございます。よろしくお願いいたします。

それでは、次に橋梁維持補修に要する経費、こちらのほうで個別審査のほうではドロー

ンの活用について質疑をいたしましたが、ドローンが脚光を浴びだした頃は講習会、こう

いったようなものも広く行っておりましたが、現在は趣味としてのドローンというよりは
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事業としての活用が主になっているのではないでしょうか。また、公共施設などの維持補

修だけでなく、災害時においても絶大な力を発揮するドローンでありますから、さらなる

活用をすべきと思いますが、この点についてはいかがでしょうか。

委員長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（岡崎太一君） ドローンのさらなる活用についてお答えいたします。

橋梁維持補修におきましては、橋梁点検時において効率的な点検が可能であること、市

内企業の育成、先進技術の普及の観点からドローンの活用を図っているところですが、委

員御提案のありました災害時の活用におきましても、ドローンの活用は非常に有効である

と考えております。具体的には、発災初期段階においてドローン活用して被災状況や規模

を詳細に把握することで、立入り困難な箇所でも調査、設計が行えるなど、迅速な被災箇

所の復旧につながるものと考えております。

また、令和２年には、地元企業と災害時における小型無人機による災害の状況把握や災

害の調査、測量及び緊急的な対策工法の検討において、災害対応に関する協定を締結する

など、発災時の体制強化を図っているところです。

今後とも建設業界における先進技術、デジタル技術を取り入れながら、さらなる活用が

図られるよう取り組んでまいりたいと考えております。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。

委員（堀越賢二君） 現在も十分に民間においては活用されていることだと思います。特

に、測量事業ということに関しては、本当に民間事業者さんに頑張っていただいておりま

すので、そうはいえども、民間に頼るというか民間がする部分は民間でしていただくのは

もちろんですけれども、行政のほうがしっかり学び、それに取り組んでいくといったよう

なことは非常に重要だというふうに考えますので、この点についてはいかがでしょうか。

委員長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（岡崎太一君） ドローンの職員の活用についてのお答えをいたします。

ドローンにつきましては、先ほど申し上げた内容だけでなく、いわゆる事業効果を確認

する上でも、例えば空から撮ったような状況、インフラの状況、完成状況等を撮影したり

とか、様々な活用用途があると考えております。そういったところを踏まえまして、我々

もドローンの操作についていろいろ講習会等の参加などによって、積極的な勉強をしてい

く必要があると考えております。

委員長（山元経穂君） 堀越委員。
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委員（堀越賢二君） ぜひともよろしくお願いいたします。

最後に、先ほど質疑をさせていただいたことに関しては、これはいずれにしてもこうい

ったようなものも市長のリーダーシップが試されるというふうに私は考えております。ア

ンテナを今以上に張り巡らせて、有利な財源確保に努めていただいて、計画的に魅力ある

公共施設の整備、そして推進、そして市民の暮らしの福祉向上、こういったようなものに

努めていただきたいと思いますので、最後に市長にまちづくりに対する御自身の考えと今

後の財源確保に向けた取組について、最後お伺いをして終わりたいと思います。

委員長（山元経穂君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 項目を挙げて、御質問、御提言をいただいたところでございます。

どの項目につきましても、市民の安全・安心や生活水準の向上等について、非常に重要

なこととして予算計上をさせていただいたところでございます。全ての事業において、財

源というものが基本になるということは、先ほどの委員の御質問の総括でお話ししました

ところでございますけれども、いずれにいたしましても、ニーズに対する調査または御意

見等を踏まえながら、いろんな施策を時点に応じて対応していかなければいけないという

ふうにも思っているところでございます。

基本的には国、または県の事業の推進方向等も踏まえるべき事項はたくさんありますけ

れども、本市の実情に即した対応が求められる部分については、積極的な検討とそれから

施策の措置、推進について今後も図ってまいりたいというふうにも思っております。いず

れにしても、全体的な事業推進には財政運営、財政計画というものはセットでございます

ので、その点についても十分踏まえながら事業推進を図ってまいる所存でございます。

委員長（山元経穂君） 以上で堀越委員の質疑を終了いたします。

続きまして、川本委員を指名いたします。

川本委員。

委員（川本 円君） それでは、総括質疑をさせていただきます。

その前に発言通告書の書き方、すみません、私ちょっと間違っておりまして、表題のほ

うがプライマリーバランスの状況と地方交付税と書いたのですけど、これは分けてさせて

いただけるようにお願いできますか。

委員長（山元経穂君） 大丈夫です。

委員（川本 円君） 申し訳ございません。すみませんでした。

まず、プライマリーバランスの状況についてお伺いいたします。概要説明でいうと５３
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ページをお開きいただけたらと思います。

ここでまず、プライマリーバランスとは何ぞやという話、なかなか一般の方は聞き慣れ

ない言葉とは思うのですが、社会保障や公共事業をはじめ、様々な行政サービスを提供す

るための経費を税収等で賄えているかどうかを示す指標であるというふうに書かれており

ます。ということは、今後において、竹原市は財源的な体力は残されているかどうかとい

うような数字化したものだと思っております。

令和７年度のプライマリーバランスを見ますと、マイナス１１億円と、これは令和６年

度対比ということになっております。増減率でいいますと、６４．８％増にもかかわら

ず、マイナス１１億円の数字が出てしまったと。これは下にも書いてありますように、防

災・減災対策の事業に係る市債借入の増加等によりそういうふうになってしまったと。８

年連続で赤字となりましたと御説明を書いておりますが、当然、令和５年度、６年度とい

うのは、今現在いるこの庁舎移転に係る予算等でプライマリーバランスが大幅マイナスに

なったというのは理解できますが、それでも今回６４．８％の増加に対しても、依然まだ

マイナス１１億円にまでしか戻っていないというふうに読み取れると思います。

まず、このことについて、プラスできればプラ・マイ・ゼロ、よくはプラスに移ってい

ただきたいのはやまやまなのですが、市としてはこの数字を客観的にどういうふうに捉え

ているかというのをまずお伺いしたいと思います。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） プライマリーバランスについての御質疑でございます。

まず、プライマリーバランスにつきましては、国や地方自治体の基礎的な財政収支を示

す指標であるというふうに考えております。反面、このプライマリーバランスにつきまし

ては、単年度の財政状況を示す指標の一つというふうなものでありまして、その年々の事

業内容によりかなり増減に違いが出てくるものでございまして、プライマリーバランスの

みをもって財政状況を判断するものではないというふうに認識はいたしております。そう

いった前提に立ちつつ、本市におきましては、今後も複合施設の整備でございますとか、

他の公共施設の老朽化、防災・減災対策等への対応によりまして多額の経費が必要になる

ことから、今後計画をいたしております投資的事業の規模につきましては、社会経済情勢

でありますとか、国、県等の動向を注視しながら中・長期的な視点でもって持続可能な財

政運営を行えることを前提とした、そういった投資的な事業の事業規模となるように今後

考えていきたいというふうに考えております。
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以上でございます。

委員長（山元経穂君） 川本委員。

委員（川本 円君） ありがとうございます。

単年度だから、一概にこれだけを捉えるとということですね。今回、令和７年度の予算

を審議する上で、本来ならそれに似たようなもので経常収支比率であるとか、財政力指数

であるとか、そういうものは決算で出てくるわけで、今回は特に予算ということで、ここ

から出させていただきました。当然のことながら、単年度だからというのは分かります。

当然、災害等という緊急時、イレギュラーに対応すべきこともこれからも含まれるかと思

いますので、なかなか一概には言えないと思います。

今、部長が言われたように、これから７年度以降、７年度も含めてでしょうけども、公

共施設ゾーンというかなり大きな事業が迫ってきていると、いつからはまだ決まっており

ませんが。明らかに財源をどう確保するかとすごい悩むところだと思います。にもかかわ

らず、現時点においてプライマリーバランスだけで言いますと、マイナス１１億円という

のはちょっと危険な匂いというのですか、ちょっと表現が悪いかもしれないけど、より体

力をつけとかなければいけない時期に入ってきているのではなかろうかと思います。

先ほど言いましたように、庁舎移転も終わりました。さらに今度は、７年度、８年度以

降については、そういった大型事業に向けてより財布のひもを締めるではないですけど

も、そういった事業展開もやり方も本当に真摯にやっていかないと、いざ蓋を開けてみた

ら持ち出しが物すごく多くなったという、これは不細工な話になってきます。そのあたり

は具体的に何か対応すべきことはお考えですか。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 確かに委員おっしゃりますとおり、今後の大型投資事業も踏ま

えますと、やはりそういった部分についてはできる限り一般財源の支出は抑えていく必要

があろうかと思います。令和７年度につきましては、プライマリーバランスについては主

に防災・減災、緊急自然災害でありますとか、緊急浚渫、こういったものでの市債借入

れ、これは１００％充当でございますので、借入額というものは交付税算入が７割あると

はいえど、市債の借入額というのはかなり高くなっているというようなこともあって、こ

ういったプライマリーバランスの状況になっているということにはなります。そういった

ことも踏まえまして、今後そういった借入れが増加するということもございますので、先

ほども答弁申し上げましたとおり、それぞれの事業についてはしっかりと精査をする中
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で、身の丈に合った事業規模にするということが非常に重要であろうと思います。あわせ

まして、しっかりと特定財源というのも確保しながら、一般財源の捻出を限りなく低減す

るというようなことに努めながら、今後、事業を推進していくということが必要であろう

かというふうに考えております。

委員長（山元経穂君） 川本委員。

委員（川本 円君） 分かりました。

では、次に参ります。

地方交付税について、これは４４ページ、４５ページ辺りを開いていただければと思い

ます。

要旨のほうには、歳入については地方交付税に過度に依存するのではなく、市税を中心

にすることが重要であるが、市税を増やすことについてどのように考えているかという、

大まかな書き方をさせていただきました。

ここで気になったところとしまして、市税です。償却資産のところはあれなのですけ

ど、まず市民税の個人のところに着目させていただきます。前年度対比でいいますと、マ

イナス１，５００万円減ということになっております。それが考えられる要因としては、

下に書いてありますように納税義務者数の減によるというふうに書かれております。当

然、先ほどほかの委員からも出てました人口減とか、人口流出の話にもつながってくるか

と思うのですけども、まず納税義務者の数が減ったという内訳、自然減、社会減いろいろ

あると思いますが、それがデータとしてあれば教えていただけますか。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 自然減による税収の減、社会減による税収の減という、そうい

う内訳については、特にそういった区分で分けているわけではございませんので、特にこ

れによってこう、自然減でこれだけ減った、社会減でこれだけ税収が減ったというような

ことは今現在の数字としては持ち合わせておりません。

ただ、いずれにしても、そういった納税義務者というのが自然減であれ、社会減であ

れ、減少していることで、こういった市民税というのは減少しているというにはなります

ので、そういった特に社会減についての減少の取組というのは、今後、今回の予算の目玉

として挙げております人口減少対策に係るそういった事業を様々実施することで、そうい

った納税義務者の減少をできるだけ食い止めるというような方策を今後考えていくべきだ

というふうに考えております。
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委員長（山元経穂君） 川本委員。

委員（川本 円君） ありがとうございます。

まず、最初の発言通告書にもありましたように、地方交付税というそのものが、こちら

から要請してこれだけくれという話ではないわけですよね。お国のほうで決められます

し、もう計算方法も確立されております。基準財政需要額から基準財政収入額を引いたも

のになりますよね。そこで、今減るのはいかがなものかという話はしましたけど、市税が

減れば地方交付税というのは単純に上がるわけです。また、その逆もしかりということで

すよね。市税が増えれば地方交付税も減る。だから、とはいえ、地方交付税に占める割合

というのは、竹原市は今回１８．８％と、かなり歳入のウエートを占めているわけでござ

います。たくさん欲しいということは市税が減っているのだな、ほかの原因もあるでしょ

う。

だから、ここで言いたいことは、先ほど人口減少、流出という話がございましたが、納

税義務者が減っていく、いわゆる人口が減っていく、人口が流出していくということ自体

のほうの弊害がむしろ大きいというふうに捉えているのです、私は。地方交付税はたくさ

ん欲しいのですけどね。だから、最初に言いましたように、依存することなく市税をいか

に増やすかということが大事になってくると思います。

そこで、先ほど企画部長からも話が出ましたように、流出、出られるという、それは広

島県内でもかなり上位クラス、竹原市は上位クラスで、なかなか特に女性でいうと出られ

る方が多い。これは以前からずっと聞かされた話でございます。幼少から竹原市を好きに

なってもらうとかという話もございました。私が聞いたところでは、竹原が嫌いだから竹

原から出ましたということは誰一人聞いたことはないです。言っていることは分からない

でもないですけど、要は竹原市にないものを求めて外に出ている方が、女性に限らずほか

の方も進学、就職を機に出られるという話だと思います。

これも委員からもあったように、では、民間ができることと行政ができるところとも限

定的であると、今の状況を結果的に打破するような施策が欲しいのではなかろうかという

質疑がございました。では、今現在できることとして、そういった人口減少、また流出に

対して、令和７年度において特に強化すべきこと、また令和７年度以降にもっとさらに充

実させたい施策というのがございましたらお答えください。

委員長（山元経穂君） 企画部長。

企画部長（國川昭治君） 今、委員のほうから質疑ございましたけど、人口減少というこ
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とについては、納税義務者の減による税収の減、あるいは消費者数の減による市内消費額

の減など、地域経済に影響があるものと認識しているところでございます。

そういう中で、本市におきましては、これまでも答弁で触れさせていただきましたが、

若い世代の進学期、就職期での転出超過が多いということから、本市に戻っていただくよ

うな時期、そういう就職期の施策にまずは取り組んでいこうということで、今年度市内事

業者に就業する場合の家賃補助や奨学金の返還とか、そういったものの４つの事業に取り

組むこととさせていただいたところでございます。

しかし、これと合わせまして、確かに働く場所の確保という部分が重要かと思いますけ

ども、やはり竹原にＵターンなり戻ってこられた方の中には竹原が好きだから帰ってきた

という方もございますので、子供のときから竹原が好きだという方になっていただくよう

な取組が重要と考えております。現在、教育委員会のほうで探究学習等を通じて、竹原に

ついて、竹原を知る教育、あるいは様々な体験をいただきながら竹原を好きになるという

取組をしているところですが、例えば、先日吉名のほうでも吉名フェスティバル、吉名学

園のほうの９年生が頑張っていただいて取り組んでいただいたところですが、そういった

子供たちは非常に吉名のことを知ったとか、吉名のまちに興味を持たれた子供さんも増え

たということをお聞きしておりますので、そういうふうに子供のときからまちを知り、ま

ちが好きになるということの取組は重要と考えておりますので、今後についてはこういっ

た点、あるいは若い女性のヒアリングも実施させていただきましたら、自分の働きたいタ

イミングで働ける環境ということで、隙間時間と言っていますが、そういった部分、ある

いは職場の環境についても女性については女性が希望する職場環境というものがございま

すので、竹原市に戻ってきていただく、また戻った方に住み続けていただくためには、幼

少期からの教育と、またそういう職場環境の充実に努めていく必要があるかと考えており

ますので、今後についてはそういった部分についても施策を検討し、実施してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 川本委員。

委員（川本 円君） 大体把握したつもりです。先ほどのとき、タイミーという話があり

ましたけど、あれは短時間、１時間とか２時間でもというやつですね。大体分かりまし

た。

３回目なので、最後なので、プライマリーバランスから市税、地方交付税をどう捉える
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か、市税を増やすためにはどうすればいいかというのを、ざっとでございますが聞いてみ

ました。

最後ですので、市長にこれらの痛しがゆしのところがあると思うのですね、先ほど言っ

た地方交付税と市税に関しては。何にしろ人口が流出することによって弊害というのがど

うしても避けて通れない、今後においてもなってくるのではなかろうかと思います。それ

と、これからの将来に向けての公共事業、大型公共事業に向けてどれだけ竹原の体力を温

存するのか、また強化していくか、このあたりがあればいただけたらと思います。お願い

します。

委員長（山元経穂君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 市政を推進する上で、財政状況の当該年度及び短期、中期的な見通

しというのは当然必要なことでありますし、それを見通した中で、事業を貼り付けていく

といいますか、推進していくことになるというふうに思っております。７年度におきまし

ては、少し人口減少の取組の話になりますが、広島県において、広島県全体として人口減

少が顕著になる中で、予算の骨格そのものも人口減少に歯止めをかけるといいますか、そ

の抑止につながるような少子化対策を含めた予算の編成、骨格にされておられます。やや

もすれば人口減少単独だった施策は、頭に人口減少のテーマを置いて、各局が推進する施

策をそこに総合的にまとめいくというような骨格にされておられます。その上で、県内各

市町においても、それらと連動した取組が令和７年度、さらに推進されていくというふう

には認識しております。そうした中で、本市においても、先ほど来、個別審査でも御説明

申し上げていると思いますが、集中的な事業推進を今までの継続事業に加えて推進するこ

ととしているところであります。いずれにしても、人口減少によって生じる地方交付税を

例に挙げられましたけれども、システム的にどのような構成になるかということは、先ほ

ど総務部長も申し上げましたけれども、いずれにしても最近の地方交付税、またはいわゆ

る背景にある税収の増加によって地方交付税の増加要因がある中で、国内、県内、各市町

においても、どうしても行政需要、より財政経費がかさむ中、それらを当て込んだいわゆ

る財政計画を立てていらっしゃいます。本市においても、同様に今後の事業量であります

とか、短期、中期的な財政見通しを踏まえて、確実な持続可能な財政運営が推進できるよ

うに、しっかりその辺の数値も含めて分析をしながら進めてまいりたいというふうに思っ

ているところであります。

委員長（山元経穂君） 以上で川本委員の質疑を終了いたします。
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議事の都合により、午後１時まで休憩といたします。

午前１１時５４分 休憩

午後 ０時５８分 再開

委員長（山元経穂君） それでは、休憩を閉じて議事を再開いたします。

大川委員を指名いたします。

大川委員。

委員（大川弘雄君） それでは、全体質疑ということでやらせていただきます。

まずは、今回の令和７年の予算なのですけども、私は特徴があるなというふうに思って

います。というのが、今回は防犯カメラの設置は１月の補正でやってもらいました。忠海

駅、竹原駅、そして当初予算では自治会や防犯組合での設置ということで、当初予算をつ

けていただきました。これも、後でいうところのものも議員からの提案が予算になったも

のであります。これからも続けてこういった議員と会話をしながら前へ進めていっていた

だくのが、市の方向性として望ましいと思っておりますので、今後ともよろしくお願いい

たします。

それでは、一括に入ります。

まず、若者や子育て世代の支援、これは人口減少の対策になると思います。先ほども話

がありましたけども、特に若い女性の職場の確保、これは下垣内委員も言われてましたけ

ども、私が読んだある学者もそういうことを言っておられました。そして、その方は人口

の数も大切でありますが、バランスが一番大事だというふうに書いておりました。若い女

性を呼び込むということをやっていかないといけないと思います。

そこで、お聞きします。

若い女性が働くには、正社員という考え方が基本という方もおられますけども、私の娘

なんかは短時間でもアルバイトでもいいのでという人たちもいます。女性に特化した新た

な支援事業というものも考えていく必要があると思いますけども、これからそういう方向

の考え方は持っておられますか。

委員長（山元経穂君） 企画部長。

企画部長（國川昭治君） これまでも答弁させていただいてきたところでございますけど

も、人口減少につきましては、まず本市においては若い方の社会減が大きいという部分も

ございますけども、併せて少子化という観点も含めますと、若い男女の中でも女性のほう

が本市においては減少が大きいということで、少子化等も進んでいる状況にございます。



- 297 -

そういう中で、竹原市にまず若い女性に戻っていただく、あるいは竹原に住み続けていた

だくということに関しましては、委員のほうからもございましたように、就職というのは

重要なことと考えております。そういう中で、若い女性がまず好む職種という部分がござ

いますけど、これについては我々竹原市ではなかなか満足いただけるといいますか、希望

職種を全部というのは難しいかと思いますけど、そのほかにも職場環境、若い方が好むよ

うな職場環境の充実という点について、また働きたい時間帯に働ける環境、こういった２

点については、市としても支援させていただくことは可能と考えておりますので、広島県

の制度等を活用しながら、また商工会議所等と連携しながら、その点について取り組んで

まいりたいと、検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） その方向でお願いします。キーワードはやはり若い女性ということ

が上がってました。私の経験からすると、東京の吉祥寺というところに女子大ができたの

ですけども、昔は大田舎だったのですけども、今は物すごい街になってしまいまして、女

性というのがワードの最初のほうに上がってくるようです。ぜひそういうところも、男性

は放っておけではないのですよ、うちの娘の話では就職を探しても、男性のものは割とあ

るのです。女性の、ましてや事務職、足が痛いので営業を辞めて事務をしたいというとな

いのです。どこに行ってもない。そういうところを確保すれば、ここに住むし、働くしと

いうふうになると思いますので、よろしくお願いいたします。

それと次に、新しい政策で合併浄化槽、先ほどお話が出てましたけども、これの新築に

対しての久々の補助が出ました。これは若い人が転入されて家を建ててもらえるというこ

とで、転入にも方向性があると思うので、ぜひこういったことは続けていただきたいと思

います。

委員長（山元経穂君） すみません。整理します。

通告にはないのですが、一応表題が若者、子育て支援策についてという、人口減対策と

いうことが書いてありまして、これに絡めると大きく趣旨を外れたものではないと思いま

すので、引き続き大川委員に質疑を続けていただきたいと思います。

答弁を求めます。

委員（大川弘雄君） それは、もう先ほど終わったので。

続けてですけども、これも合併処理浄化槽の新築時のものも、議員からの提案なので
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す。そして、次の産後ケアも議員からの提案で始めたような気がしますので、これも紹介

します。

これもある意味新規なのですけども、宿泊型や日帰り型が以前は福山市とか、広島市だ

ったと思います、遠いところだったのが、今回から三原市にある病院とか、東広島という

ことで大変使いやすいということで、皆さん喜んでおられます。将来的には、ぜひ竹原市

にもという声が上がっておりますので、その点に対して将来像は持っておられますか。

委員長（山元経穂君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（森重美紀君） 産後ケア事業についての御質問でございます。

産後ケア事業は、出産後の産婦さんにとって気持ちを休める非常に有益な事業だと考え

ております。本市におきましては、通所型、訪問型の助産院さんが１院ございますが、残

念ながら現在のところは宿泊型はございません。今後、そういった施設ができましたら、

ぜひ利用をしていただきたいと思っております。

委員長（山元経穂君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） なかなか受けていただくところが難しい、少ないというふうには聞

いていますけども、もしかしたら、話は飛びますが、ガソリンスタンドもやる人がいなく

なるかもしれない、こういったものもということになると、病院もそうでしょう。もう一

度、市とか国が考える方向性があるのではないかというふうに思っていますので、市長に

はぜひ全国市長会、議長には全国議長会に持っていって、こういった若者対策というもの

も考えていただきたいというふうに思っております。

また、今回、マッチングアプリということを修正されましたけども、人数が少ないので

減額とか、年齢を引き上げたりというふうにありましたけども、一度やったものですから

責任を持って、僕は支援の方法をもっと大胆に変えて使っていただけるようなものにして

いくべきだと思っています。その辺も額が少なくなるとか、やめるのではなく、出会いの

広場、一緒に会って、パーティーをやったり、ボウリング大会をやったりするのもあるそ

うですので、それもセットでこういったことをぜひ広げていっていただいて、今なかな

か、昔みたいにお見合いの場が少なくなっていますので、こういったものも活用しなが

ら、やりたい人は、希望者は参加できるというものを責任を持って続けてやっていただき

たいと思います。成功させるのが政策だと思いますので、その方向性をお願いいたしたい

と思いますが、答弁できますか。

委員長（山元経穂君） 答弁の前に、大川委員。若者、子育て、先ほども申したように
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……。

暫時休憩いたします。

午後１時０７分 休憩

午後１時０８分 再開

委員長（山元経穂君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。

企画部長。

企画部長（國川昭治君） 本市におきましては、今年度から出会いの機会を創出していこ

うということで、本市の人口ビジョン等のアンケートにおきましても、結婚はしたいけど

なかなか出会いの機会が少ないという回答をいただいていることもございますので、創出

事業として２つの事業を実施させていただいております。

１点目が、マッチングアプリということでございましたけども、こちらについては、い

ろいろ取組をしながら年齢幅を上げたりさせていただきながら、利用者を増やしている取

組をしておりますので、今後についてもマッチングアプリについては、東京の商工会議所

等、いろいろと全国的にも取組が始まっているということでございますので、本市におい

ても引き続き利用者増を図りながら進めてまいりたいと思っております。

また、あわせて先ほどお見合いという言葉がございましたけども、本市においては出会

いの機会創出事業といたしまして、若い方が集まっていろいろイベント等を企画、実施す

るということに対しての補助金交付ということをさせていただいておりまして、今年度は

若者の大運動会について助成をさせていただいたところでございます。ああいったイベン

トで若い方が集まり、そこからの交流が生まれ、出会いのきっかけになればということで

実施させていただいておりますので、令和７年度につきましても、引き続き実施させてい

ただきたいと思っております。

委員（大川弘雄君） 今、もう３回終わったのですかね。

委員長（山元経穂君） 今、３回目終わりました。

委員（大川弘雄君） 失敗しました。

人口対策というところでいろんな政策をしていく、東京大学なんかも一緒にやるという

ことですので、ぜひその方向で進めていただきたいと思います。３０年後を見据えた対策

が必要だというふうに思っております。

次に、人材育成のところで、政策としては地域おこし企業人交流プログラム、よその方

が来て一緒にやっていただいたり、ＤＭＯに派遣した職員が海外に行ったり、そしてそれ
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プラス市の職員さんも県外や海外へ研修に行かれたほうがいいのではないかなというふう

に私は思っています。

答弁では、研修以外でいろんな場面を使いながらというふうな答弁をいただきましたけ

ども、研修というのはそれだけだったら別にモニターでやっても、電波を使ってやっても

いいのですけども、そこには研修プラスアフターミーティングは必ずついてくるのだと思

っています。そこで情報をつかんだり、竹原のＰＲをする場面になりますので、どんどん

市外、県外へ出ていくということが、人材育成のレベルアップにつながるというふうに私

は考えますが、個別の質問とちょっとかぶるところがあるのですけども、そのあたり私の

考え方に対するどのような思いがあるか教えてください。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 人材育成についての御質疑でございます。

人材育成につきましては、本市の職員としての高い志を持ち、時代の変化に柔軟的かつ

的確に対応できる人材の育成、こういったものと併せまして、そういった他の職員との自

治体のネットワークの拡大、こういった機会を図る貴重な機会であるというふうに考えて

おります。具体的な取組といたしましては、県、市町が協働で設立いたしましたひろしま

自治人材機構の研修制度を活用して、職階でありますとか、経験年数、また行政課題など

に応じた研修のほか、専門性の高い知識、スキル等を習得するため、全国の市町村共同の

研修機関であります市町村アカデミーでの研修、また先進的な行政手法の実地での習得

や、幅広い視野を養うために広島県市町村振興協会が実施します海外研修、こういったも

のに現在職員を派遣をしているところであります。個別質疑でも申し上げましたとおり、

その他各所属における専門的な研修や出張において、情報の収集、またそこの場での竹原

市のＰＲ、他の自治体の職員との交流というものも図っているところでございます。こう

いった様々な形式、手法を取り入れながら、計画的、効率的な人材育成を推進し、一人一

人の職員のやる気、またスキルを高めて、職員の仕事に対する意欲の維持向上をできるよ

うに今後も取り組んでいきたいというふうに考えておりますので、どうぞよろしくお願い

いたします。

委員長（山元経穂君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 研修はなかなか予算のこともありますから難しい面もあるかもしれ

ませんけども、どんどん外に出て、情報を取って帰る、ＰＲする、これは大事だと思いま

す。市長もトップセールス、議長もトップセールスしていただいていますけども、みんな
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がトップセールスをするようなつもりでやっていくべきだと思います。また、このたびは

東京大学のデジタル空間社会連携研究機構というものもこの間来ておられまして、研究会

も参加しましたけども、そういったところも人材のレベルアップにはつながりますので、

東京の人が行かなくても来てくれるということも大事ですので、ぜひ交流を深めていただ

ければと、そのように思います。

次は、３番の安心・安全という観点から質疑をさせていただきます。

避難場所ですけども、これは特にバンブー体育館のところはエアコンがなくてなかなか

というふうな個別の質疑が１人からされていました。議員皆さん、同感だと思います。ま

た、これは市外からの交流もあそこであるのですよね。剣道の大会があったり、いろんな

ことをされています。テニスのほうは夜間照明がついて、市外からも来ておられますけど

も、そういうことを使うにしても、避難にしても、せっかく国のニューディールとかとい

う予算を使って太陽光を設置していますよね。バッテリーはちょっと小さめですけども、

そこらは工夫すればランニングコストを抑えられるので、そろそろエアコンの設置が必要

かというのをぜひ市長にお聞きしたいと思いまして、再度ここで持ってきました。そのあ

たりは大事なことではないかと思います。そろそろの時期ではないかと思いますので、ど

のようなお考えかをお聞きします。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 避難所におけるエアコン設置ということで、避難所に係る観点

で一旦答弁させていただければと思いますが、避難情報の発令に伴いまして、避難所を開

設する際には、寒さ対策または熱中症予防を考慮して、まずは空調設備のございます施設

を一時避難所として開設して対策に努めているところでございます。そういった中で、一

時避難所の収容人数を上回った場合、もしくは大規模災害が発生した場合は、先ほど大川

委員がおっしゃったようなバンブー体育館も含めた学校の体育館等々を二次的な避難所と

して開設をすることとしておりますが、そちらについては、確かにおっしゃるとおり体育

館の空調設備というのは未整備であります。そういったことで、現時点におきましては、

夏場においてはスポットクーラーなどの仮設設備、また冬場においては仮設の暖房設備な

どにより対応することといたしておりまして、平時の対応と併せまして運用しているとこ

ろでございます。そういった中、体育館等の空調設備につきましては、環境省であります

とか、文科省、こういった国において様々な補助制度が現在創設されておりまして、そう

いった中、本市におきましてもそういった部分について調査、検討するべきものであると
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は認識をいたしているところでございます。

以上です。

委員長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（岡崎太一君） バンブー・ジョイ・ハイランドの空調設備についてお答えいた

します。

バンブー・ジョイ・ハイランドにつきましては、委員おっしゃるように様々な方が集ま

って競技大会等を開催しているところでございます。こちらにつきましては、空調環境を

整えるという観点から令和２年度からスポットクーラーを設置しまして、体育館の空調に

ついて追加したところでございます。

以上です。

委員長（山元経穂君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） ぜひ早急に研究に研究を重ねてきたので、そろそろ答えを出してい

ただきたいなというのが、私の思いであります。ぜひ市外からの方もどんどん来て、竹原

を好きになっていただいて、住んでいただけるような環境ができればいいなというふうに

思っております。

次に、耐震のところですけども、以前から市民館ホールは耐震強度が低いというふう

に、あれはもう１８年前ですか、庁舎移転のときに見たときからずっと低いというのは聞

いております。そこからずっと使い続けてきたのですけども、そろそろ老朽化も進んでま

いりまして、壁がひび割れしたりも見えますので、使用制限も含め、早期解決を考えない

といけないと思います。一番やりやすいのは使用制限かと思いますが、もう予約も１年前

から入っている状態ですので、それも難しいところもあるのかもしれませんが、一番の解

決策は、新しいホールをすぐに造ることです。それが一番の解決策だと思います。

そのためには、ちょっと外れるかもしれませんけども、複合施設は一体形でみたいな形

で説明がありましたけども、図書館は置いといてでもホールだけでも先にというふうに私

は思ったりするのですけども、予算的にはやはりということなのでしょうね。

私はそういう考えもありますけども、安全に使っていただけるということが大事ですの

で、その辺はよろしくお願いいたします。

次に、行きます。

委員長（山元経穂君） 質疑がないけど。

大川委員。
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委員（大川弘雄君） ４番の支出のところですけども、これは無駄な支出を抑制する、そ

れは普通の当たり前のことだと思います。例えば、今回、個別で聞いてましたら、庁舎の

掃除のところが、質問で上がりました。面積が１．６倍になったので予算も上がっていま

すというところでしたけども、そこはいいのですけども、それを聞いたときに、私は以前

から思っていたのですけども、職員さんができるところは自分で掃除をしたらいいのでは

ないかなというふうに勝手に思ってました。何でかと申しますと、空港で働いていたとき

に、うちの会社は業者任せだったのです、掃くところから磨くところまで。全日空さんは

自分でやっていたのです、磨くのはプロでしたけど。そしたら、日本航空は倒産しました

よ。それが原因だけではないでしょうけども、僕は吸収合併された身ですから、厳しい目

で見てましたけども、やっぱり意識が違うのです。自分のところは自分で掃除するという

ところの意識改革になると思うので、ここらも含めて支出に対して庁舎を挙げての、財政

健全化もやっていただきました、給料カットもやっていただいた、議員も手伝いました、

市長もやりました。職員さんもやっていただけないとあれだけの額にならないので、その

辺の意識はあると思いますけれども、これを継続していかないといけないので、意識とい

う面でどのようにお考えかをお聞きします。

委員長（山元経穂君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 支出の抑制という部分で、庁舎の清掃についての一つ事例とし

て御質疑をいただきました。個別の質疑でも申し上げましたとおり、庁舎につきまして

は、床面積が以前の旧庁舎と比べて約１．６倍に増加したということで、そういった面積

の増加でありますとか、人件費、物件費の高騰によりまして清掃委託料というものが大幅

に増加することが予想はされておりました。そういったこともありまして、先ほど委員お

っしゃられましたとおり、職員ができるところは職員がやるということで、執務室であり

ますとか、あとは会議室、そういったところについては現在職員が自ら掃除機で清掃はい

たしております。そういった部分で、面積的には１．６倍という形に増えてはおります

が、清掃委託料につきましては、トータルでは、令和６年度は途中で庁舎が移転したとい

うことで参考になりませんけど、令和５年度ベースで比較して約１．１倍程度の増加に抑

えているというところもあります。そういった部分で、職員でできることは職員がしっか

りやるという意識はしっかりと持った上で、経費の節減には努めてまいりたいというふう

に考えております。

委員長（山元経穂君） 大川委員。
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委員（大川弘雄君） 別に庁舎の清掃のことだけではないのですけども、そういう意識を

ずっと持ち続けるためにはそういうことも必要だと思います。ぜひ無駄を省いて、いいも

のをつくっていくと、竹原市が始まったときからずっと財政難ですから、合併もできなか

った、そういうところも踏まえて頑張っていかないといけないのだと、継続していくこと

は大事だと思いますのでよろしくお願いいたします。

次に、５番の県事業というところに入ります。

私の視点では、県事業というのは竹原市にとって大変大きな額を持っているというふう

に読んでいます。港湾事業であったり、県道であったり、国道４３２号線、これは今県の

管轄、県事業ということでやることになっています。こういったことは額が大きいので、

ぜひそういったところを市長を中心に予算を取ってこないと前へ進まないという、インフ

ラですよね。実は、僕は議長を経験して初めて分かったのですけども、６年もやっていま

すと国道４３２号の期成同盟会というのがあります。庄原がトップをやっていますけど

も、年に２回、国に県にと議長も市長もみんなでお願いに上がって、最後は大臣のところ

まで行くわけですよ。そういうのをずっと続けてきて、今４３２だけで言いますと、特に

４３２、陸の孤島になったのですからね、竹原市は。災害のときに４３２が切れそうにな

ったので、あそこで止まったのでしょう。だから、早く拡幅、片側２車線にすることによ

って護岸が強化されるので、国の言う強靱化というところが一番だと思いますよ。市長と

も広島県庁に行ったときには、中本議長がなかなかアポ取れないので、忙しいですから、

森川さんに頼んで昼御飯のたった１０分でもいいですからというふうにお願いして、いつ

も会っていただきましたけど５分ですよ、時間持ってないので。でも、そういったことを

ずっと積み重ねてきてもまだできない、そこらはもっともっと強く言い続けていくという

ふうな必要があるというふうに思っています。

また、もう一つは中央地域の活性化協議会なんかも同じことです。島嶼部の活性化協議

会、これは忠海港で広果連のビルを解体しましたけども、あれも僕が議長になって行っ

て、要望書に書いてある中で忠海だけ予算がついてなかったのですよ。やっとつけていた

だきまして解体、仮駐車場になっていますけども、だからやっぱりずっと続けていくとい

う必要もあるし、皆さんに応援していただくという必要もあるので、そのための協議会で

あったり、期成同盟会であったりと思うのですけども、そこは、ぜひ国、県、市という連

携の下でやっていくのだそうですよ。いつだったか、災害があった後に国道４３２のこと

に対して、国交省の大臣のところに市長行きましたよね、アポ取って行った。そしたら、
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国道ですけども、それは県にもう移管されていますからと言われて、公明党の斉藤さんが

幹事長をされたときに、いやいや国のほうも協力しながらやっていきましょうというふう

に言っていただいたのですけども、どうしても国、県、市なのですよ。その流れからいく

と、やはり副市長は県に対しても、県から来られているのですから県に対しては言ってい

ただかないといけないし、市長は国に対して言わないといけないと。そういった持分があ

るような気がするので、僕らも議会に対しても言いますから、これを早く進めるというこ

とで副市長も先頭に立ってぜひやっていただきたいという、僕は県会議員と一緒になって

県の仕事はもっともっと進めていただきたいという思いがありますが、そのあたりはどの

ように思われますか。

委員長（山元経穂君） 副市長。

副市長（新谷昭夫君） 大川委員のほうで議長の長年の経験の下に、今いろんな要望活動

等、それから国費あるいは県費等の財源を確保というところでお話しいただきましたけれ

ども、国、県に対していろんな形で要望していって、ぜひとも財源の確保、工事の進捗を

図っていくということは非常に重要ですし、市長と私、あるいは建設部長も県から来てい

ただいているということで、そこら辺は一定に場面場面で市長に出ていただいたり、私が

行ったりということで、一定の役割分担をしながらでもしっかりと国あるいは県、今委員

おっしゃったようないろんな全国的な協議会的組織とか、先ほどおっしゃられました４３

２の協議会組織、いろんな市町を巻き込んだ形での組織もありますので、いろんな場面場

面を有効に活用しながらしっかりとその事業の必要性なり、早期に進捗が図られるよう

に、我々は市長と一緒になりながら、また役割分担しながらしっかりと要望活動もしてい

って、できる限り早期に進捗が図られて完成に結びつくように、そこはしっかり努力をし

ていきたいというふうに考えております。

委員長（山元経穂君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） ぜひお願いします。もう竹原はどこに行っても、竹原は大変です

ね、どの国会議員さんのところに行っても大変ですねと言っていただいて、いろいろなこ

とをしていただけるのですけども、なかなか大きな額となると企画のこともついてきます

し、地方創生のことも大変だと思いますけども、ぜひぜひ前に出てやっていただける姿を

見せていただけたらなと思います。

最後に、収入のところです。

企業誘致ということは、なかなか大企業は来るような形はできていないですけども、税
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収のところで市県民税が上がってましたよね。何か１０社ほど増えたと、中には資本金１

億円を超える会社もあったと。そういう点では、大変頑張っていただいているのだと思い

ます。ただ、なかなか市税を増やすというのは、ずっとというわけにはいかないので難し

いところもあるし、固定資産税はどんどん減っていきますから、それからすると、今、使

いやすいのはふるさと納税だと思います。これがいつまで続くか分かりません。しかし、

竹原市みたいな小さい規模の企業が少ないところにとっては、大変活用しやすいものだと

思います。これがなかなか難しいということで、額が上がらないということで、ＤＭＯ、

民間にお願いして相当増えました。ただ、令和６年の決算は出てませんけど、今のところ

は２億円には未達だというふうに聞いておりますけども、いろんな理由があるというふう

に言われてました。

そこで、ふるさと納税というところもいろいろやっているのですけども、もう一つ行っ

て、それの企業版ですよね、ふるさと納税の企業版というのがありまして、それにぜひ力

を入れたらどうかなというふうに思います。これは、本社が市外の方ですので何人か知っ

ている人もいますし、協力してくれるのではないかなという、実は１人協力してくれた方

がおられまして、よかったなというふうに思ったのですけども、額はそんなに２，０００

万円も５，０００万円もよそみたいにというのはなかなか少ないですけども、やはり数で

勝負しないといけないのではないですかね。そういう点では、市長、これはトップセール

スですよ。ぜひ市長が前に立っていただいて、いろんな市外に本社がある企業があるので

すからやっていただきたいという思いでいっぱいです。例えば、市長は、僕も一緒に行っ

ていますけど、東京竹原会であったり、東京県人会、大阪県人会もあったり、北海道県人

会もあるのでしょう。そういったところに行って、確かに竹原応援団というのを皆さんや

っていただいています。これをもう一つ進んで、企業ぐるみで竹原を応援していただける

ような形をつくれば、１社やっていただければ、雪崩式というのですか、ほかもうちもう

ちもというふうに進んでいくのではないかというふうに思いがあるので、ぜひこれは市長

にトップセールスをやっていただきたいと思いますが、その点の答弁をお願いします。

委員長（山元経穂君） 市長。

市長（今榮敏彦君） ふるさと応援寄附金に関わっての企業版ふるさと納税のお話は、本

当におっしゃるとおり非常に有効な財源でもありますし、個人のふるさと納税の額に比べ

て１件、１件の単価が大きいということで、非常に本市にとってはありがたい浄財だとい

うふうにも思っております。ここ何年間も企業版のふるさと納税で御支援をいただいた事
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業者さんもございます。これは、さらにさらに拡大をしていく取組は重要といいますか、

求められるものだというふうに思っておりますので、竹原商工会議所などともいろんな意

見交換をする中で、事業者とのつながりで市外の事業者さんへの働きかけを行っていただ

いた上で、それに対する支援に対するお礼もするとか、そういうふうなことも含めて企業

版のふるさと納税に関しては取組を進めているところであります。今後さらに、ふるさと

納税の取組に加えてこの企業版のふるさと納税、また他の寄附金の収集方法等もあります

けれども、しっかり取り組んで成果が上がるように進めてまいりたいというふうに思いま

す。

委員（大川弘雄君） 終わります。

委員長（山元経穂君） 以上で大川委員の質疑を終了いたします。

次に、松本委員を指名いたします。

松本委員。

委員（松本 進君） それでは、全体質疑に入りたいと思います。

まず、第１番目には、公共事業の在り方というテーマで全体質疑に出させてもらいまし

た。

予算書の１９１ページに新開発土地区画整理事業が経費として２億３，３００万円強計

上されております。この事業に対する成果といいますか、これが予算資料の３２ページに

事業の成果の数値化ということで、この３２ページに資料を出していただいて、その中の

例を挙げると、令和６年４月から令和７年１月末の７６条の申請件数１１件、そのうち住

居の増加ということが７件というのが説明資料にあります。それで、その下のこの区域内

の流入人口はどうなのかということについても、令和６年度は２１人、流入人口がありま

したよというような説明です。

それで、市長にお聞きしたかったのが、これまでの予算というのはこの資料にあるよう

に、令和１１年３月末で５１億３，２００万円という巨額な予算といいますか、投資事業

になります。それで、単年度でいえば予算計上が２億３，３００万円、先ほど言ったとお

りです。それで、ここで聞きたかったのは、単年度、これまでの事業を含めて、５１億円

を含めて投資額に対する事業効果の評価、単年度でいえば先ほど言った２億３，３００万

円に対して流入人口、家の増加というのがありました。ですから、この投資額に対する事

業の効果について、市長としてどういった評価をされているのかということを端的にお聞

きしたい。
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委員長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（岡崎太一君） 土地区画整理事業の投資額に対する事業評価についてお答えい

たします。

新開土地区画整理事業につきましては、道路、水路、公園等の公共施設と宅地を一体的

に、かつ総合的に整備することにより、良好な市街地環境の整備と土地利用の増進を図る

ことを目的として推進しており、今年度末で事業進捗は９１％を見込んでおります。

造成工事等が完了した区域におきましては、住宅商業施設及び福祉医療施設等が建設さ

れるなど、新たな土地活用が図られており、住宅の新築により地区内人口が大幅に増加し

たほか、商業施設など様々事業所が進出したことなどにより雇用の場が創出され、地域経

済の活性化につながるなど、大きな事業効果を発揮しているものと考えております。

具体的な数字につきましては、先ほど委員のほうからも御紹介ありましたが、事業開始

前の区域内人口におきましては、当初４８０人でありましたが、一戸建ての住宅やアパー

ト等の新築によりまして、現在は７４０人増加いたしまして、区域内の推定人口は１，２

２０人となっております。こうしたことから、今回のこの区画整理事業につきましては、

人口の歯止めに大きく貢献しているものとして理解しているところでございます。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 市の評価はそういった大きな評価だということでありますけれど

も、私がこの次にちょっとメモでしたのが住宅リフォーム助成事業のことで、以前にも一

般質問等で質問したこともあるのですが、当時住宅リフォームを提案したときは、市も１

回実施されましたけれども、例えば１００万円を補助金という形で投資する、その効果と

しては１００万円対して１件１０万円で１００万円という１０件分なのですけれども、そ

の場合で、市の事業、竹原市内での事業というのは、例えば屋根とか壁とかいろんなリニ

ューアルする場合で、これだけの事業費があるよと、仕事があったよということで、例え

ば１００万円が１００万円、そういった投資に対してこういう事業が、そのときは３０倍

とか、大きな効果があるということを具体的に提言といいますか、したことがあります。

ですから私が、市の考え方でもそういったいろんな事業をされている、市内の今、仕事を

増やさなくてはいけないという緊急、切実な対応する場合ではいかに少ない投資で大きな

効果というのは原則なのでしょうけれども、先ほど言った住宅リフォームに比べたら、こ

の区画整理に関わっては、単年度で見ても２，３００万円強の投資といいますか、経費を

つぎ込みながら、さっき言った住宅の問題、流入人口の問題という面では、決して大きな
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効果とは言えないのではないかというのが、私は住宅リフォームの比較で見てもあったの

で、そこのぜひ市長の考え方として、私はそう思っているのだけども、部長はさっき大き

な効果を発揮しているよという答弁がありました。ぜひ市長としてそこらはもう一回確認

等を含めてお聞かせいただければと思います。

委員長（山元経穂君） 建設部長、答弁できる範囲でお願いいたします。

建設部長（岡崎太一君） 住宅リフォームの経済効果につきましては、以前も委員のほう

から数十倍の効果があるという御発言があったというふうに認識しております。このたび

実施しております空き家対策等につきましては、住宅リフォームがどのような算定方法で

経済波及効果を算定しているか承知していないところもありますので、具体的に比較検討

することはできませんが、空き家対策の増加を抑制するには、先ほど言った住宅リフォー

ムを含め、様々な住宅施策を進めることということが効果を発揮するものと考えておりま

す。

以上です。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 再度住宅リフォームという提案をしましたけれども、そういった事

業効果の高い竹原市内の事業者の仕事を効果的に増やすということでは、ぜひ住宅リフォ

ームの助成制度を含めた検討をしていただきたいなというふうに思います。

それでは、次の２点目の項目なのですが、ここは小中学校の学校運営で働き方改革の問

題を個別審査でも取り上げて、答弁もいただいております。

それで、ここの２点目で中心的な問題は、先生方の労働時間、長時間勤務の解消という

ことで、私が個別審査で伺いますと、なぜ市が掲げた働き方改革が達成できていないのか

という主な理由としては、ここに書いてあるように、先生方の学校の行事とか成績処理等

が主な未達成の労働時間短縮の要因ですよということがありました。

ですから、ここで再度確認、提案したいのは、この行事や成績処理というのは、先生方

の本業そのものだというふうに私は認識しているのです。ですから、そこには特に人でと

いいますか、これしか解決できないのではないかなと、私は常々思っているので、要する

に先生方を増やすということしかないのではないかと思いますけれども、これは国との関

係、定数の関係もあるのですが、やっぱり緊急的には竹原市としても先生方を増やす、加

配を含めた先生方を増やすというのは人件費の増になるのだけれども、しかないのではな

いかなと。先生方を増やす手段しか労働時間の短縮はできないのではないかなと思います
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けれども、そこの対応なり、考え方を聞いておきたい。

委員長（山元経穂君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 本市で策定しております学校における働き方改革取

組方針、その方針において数値目標を示しておりますが、それが未達成であることをいつ

も松本委員様のほうから御指摘をいただいております。それに対していつも同じような御

答弁させていただいているところではございますが、この目標につきましては、あくまで

も行き着くための目印であったり、実現するための目当てであったりするというもので、

評価基準ではない、つまり目標達成できていないから取組の成果が上がっていないと判断

するものではないというふうに考えておりますので、まずはそのことを御理解いただけれ

ばと思います。

その上で、教師の本来業務の負担軽減に関しましては、国におきまして教師が担ってい

る業務について、教師以外が担ったほうが児童生徒に対してより効果的な教育活動ができ

る業務や、教師が業務の主たる担い手であってもその一部を教師以外が担うことができる

業務、そういったものが存在していることから、本来は誰が担うべき業務であるか、また

それぞれの業務について負担軽減を図るためにどのような適正化を図るべきか、そういっ

た２つの視点から検討が進められ、学校教師が担う業務に係る３分類が整理されたことに

つきましては、松本委員のほうにおかれましても御承知のことだと思います。

本市におきましても、そうした整理をされた内容を踏まえまして、教師の負担軽減につ

いて取組を進めているところでございます。具体的には、学校の業務だが必ずしも教師が

担う必要のない業務及び教師の業務だが負担軽減が可能な業務については、業務分担の見

直しでございますとか、業務改善を進めることはもとより、部活動指導員など外部人材の

登用でございますとか、理科支援員や図書館司書、また事務補助員など、教師以外でもで

きる業務を担う会計年度任用職員を雇用する予算措置について引き続き講じており、そう

したことで人的環境を整えているというところでございます。よろしくお願いいたしま

す。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 私が個別審査を含めて、また再度ここで先生方の残業時間を解消す

るということは、先生方の健康問題と同時にやっぱり子供たちの学力への影響といいます

か、学力向上のためにもどうしても必要な課題だということで、私は認識しております。

そして、先ほどこの市の働き方改革の取組方針というこの目標自体は、絶対目標といい
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ますか、最終目標では決してありません。これは、市教育委員会が自ら立てた目標であっ

て、時間外、残業が月に４５時間を超える職員を令和６年度末にはゼロにしようと。これ

は最低限の目標といいますか、緊急の課題だということで私は取り上げています。そし

て、それがまだ目標ゼロに対して９名いるよということで、これはあなた自身が、市教育

委員会自身が掲げた目標で、最低限の目標だと。ですから、ここに書いてある、何で遅れ

たかというのは繰り返しになるけれども行事や成績処理の問題だという先生方の業務その

ものですから、これを解決するにはもう人の配置しかないということでも、再度教育長に

そこはちょっと本音を聞かせてほしいなということで、教育長に確認を含めてお尋ねしま

す。

委員長（山元経穂君） 教育次長、答弁かぶるかもしれませんがよろしくお願いいたしま

す。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 各学校における教員の増員、人数についてでござい

ますが、そうした人数については、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準

に関する法律及び広島県公立小・中・義務教育学校定数配当基準に基づき、決まって配置

されているものでございます。

こうしたことから、国に対しまして教職員定数の改善と学級編制基準の緩和などについ

て全国都市教育長協議会や教育委員会連合会などを通じまして要望を行うとともに、広島

県教育委員会に対しましても臨時的任用職員候補者の確保及び加配要望について、引き続

き取り組んでまいりたいと考えております。

こうしたことに加えまして、先ほど申し上げたとおり限りある財源の中ではあります

が、各種会計年度任用職員を雇用するなど、市としてできる範囲で人的環境の整備を進め

て、学校における働き方改革の推進に努めてまいりたいと、そのように考えております。

以上です。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 指摘にとどめておきたいと思うのですけれども、これは市教育委員

会自らが定めた最低限の目標、これは市の教育委員会の責任において緊急に是正すべき課

題です。ですから、そこには人の配置を含めて一遍にゼロにすることができなかったら計

画的にやれば可能な課題だから。特にそこはそういった方向での取組を指摘しておきた

い。

それから、次の３点目の質問に入りますけれども、ここも旧同和行政の施策が繰り返し
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予算化されておりまして、竹原市の差別事象の実態はどうかということも予算資料の１９

ページ、毎回出させてもらっています。端的に言えば、竹原市内での十数年間になるかも

分からないですが、毎回資料要求をしてももう竹原市内での部落事象は発生していないと

いうことが明確になっていると思うのです。ですから、ここは市長に大きな柱になると思

うので確認を含めて聞きたいのは、竹原市内で部落差別事象はゼロだと、ここ数年続いて

いる、今回初めてということでは決してない。そういった状況なのに、なぜこういった旧

同和行政の施策を廃止することはできないのですかというのを分かりやすく説明してもら

えませんか。

委員長（山元経穂君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（森重美紀君） 同和行政についての御質問でございます。

平成１４年３月末をもって地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する

法律が期限切れとなり、国においては平成１４年からは特別対策から一般対策へ移行する

という同和行政の方針が示されました。特別対策から一般対策へ移行することは、部落差

別を撤廃するための同和行政そのものの終結を意味するものではなく、今後も部落差別の

実態が現存する限り、一般対策を有効かつ適切に活用しながら同和問題の早期解決を図っ

ていくとしています。

近年は、インターネット上で特定の地区を同和地区であると指摘するなど、差別的取扱

いを助長、誘発する事案が発生しており、インターネット上の情報は一度拡散してしまう

と完全に削除することは困難でございます。こうした状況を踏まえ、平成２８年１２月１

６日に施行された部落差別解消推進法では、現在もなお部落差別は存在すると明記され、

地方公共団体の責務として相談体制の充実や教育及び啓発など部落差別の解消に関し、国

との適切な役割分担を踏まえて地域の実情に応じた施策を講じるよう努めるものとされて

おります。

本市としましても、部落差別解消推進法のとおり今なお部落問題の完全解決に至ってい

ないという認識で、法律に基づき同和問題の解決に向けた取組を行っていきたいと考えて

おります。

以上です。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 私は、今竹原市内の予算を審議している問題ですから、竹原市内で

の部落差別事象の実態はどうなのかという、毎回この予算で取り上げています。少なくと
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も私が知る限りでは、このゼロの状況がもうずっと続いている。先ほど、今、特別法の関

係もあったけれども、全国的に取り組まれた特別措置法が終結して、もう２３年ぐらいに

なるわけですよね。そういった一生懸命取り組んできて、法律が終わって、特別措置法が

終わってもう二十数年になる。竹原市の実態はどうかといったら、先ほど申し上げたとお

りですよ。

ですから、今の部長の答弁は、竹原市で同和施策を続ける理由を、理由に当たりません

よね。だから、もう少し予算審議しているのだから、竹原市内で私はこういった事例を挙

げて差別事象は起こっていないですよと。なぜそういう状態があるのに、この同和施策の

旧態依然とした事業を継続する必要があるのかということでは、竹原市内に部落差別はな

いけどもこうこうこうなのだと、市民が理解してくれという説明責任があなたにあるはず

なのだけど、全然それはできてませんよね。

もう一個、別の角度から聞くけれども、例えば、この差別事象は竹原市内で起こってい

ないけれども、男女差別を含めて就職差別とか、いろんな人権侵害に関わる事象が起こっ

た場合、それは人権一般といいますか、男女差別とかを含めた人権一般でそこの中に包含

して、もしそういった部落差別が起こった場合、対応できる問題ではないですかというこ

とについてどうなのかをお聞きしたい。

委員長（山元経穂君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（森重美紀君） 本市におきましては、差別のない明るく住みよいまちづく

りを実現するため、竹原市人権擁護並びに部落差別撤廃に関する条例に基づき、市政のあ

らゆる施策に人権尊重の精神を生かし、同和問題をはじめ、女性、子供、高齢者、障害

者、外国人などの様々な人権問題について、多くの市民に正しく理解をしていただくよう

啓発活動やその他の事業に取り組んでおります。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 今の答弁も竹原市内に差別事象が起こっているならそういった対応

が要るのだけども、起こっていないのにこういった予算措置をする説明には私は到底理解

できないと思うのです。

それであと、３項目目に上げていますけれども、今のところは私は特別扱いという言い

方しているのだけれども、いろいろな施設を旧態での同和行政の施策を、本来私は残す必

要はないと言っているのだけども、残した場合、いろんな人から見たら、何でああいった
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集会所とか地域に残っているのかと、本来一般の地域コミュニティセンターを含めて、そ

ういった対応ができることを何でこういう、特別扱いという言い方が正しいと思うのです

が、そういった施策をやる必要があるのかということで言っています。ですから、本来私

はそういうことを残せば、ここに書いてあるように、逆差別といいますか、何でここだけ

優遇するのかなという市民感情を醸成させることになるということで、私はそう思うのだ

けども、そういう私の意見に対してそうではないですよという説明があれば否定をしてく

ださい。

委員長（山元経穂君） 副市長。

副市長（新谷昭夫君） 先ほど部長が申し上げたとおり、１４年に特別法は失効し、一般

対策へ移行しております。ですが、その後に部落差別解消推進法ができておりますとお

り、日本国内のいろんなところでそういう差別事象というのは出てきているということで

ございます。そういったことも踏まえた中で、各地方公共団体、市町村に対しても、同和

問題に関する教育、啓発などのことを実施していくという責務を有することとされており

ます。そういったことも踏まえて、本市では、今、委員がおっしゃられたとおり、我々が

つかんでいる差別事象というのはないという状況にはございますが、いろんな形で潜在的

にそういったものがあるというのはこの法律ができた根拠にもなっておりますので、そう

いった意味も含めていろんな教育、啓発というのを進めていく必要があるというふうに思

っております。

また、先ほどの集会所の機能に関しては、もともと今も例えば老人集会所でありますと

か、コミュニティ集会所でありますとか、いろんな種類の集会所を市内に設置しておりま

すが、それぞれもともとは目的を持って、あるいは必要な政策目的に関しての財源をいた

だいた中で整備をしてきているというふうに思っておりますが、これは今時点で先ほどの

一般対策へ移行した中で、利用の形態も特にもともとの政策目的に特化した形で利用して

いただいているということではなくて、いろんな地域の活動に利用されているという実態

があると思いますので、そういった部分では通常の、今は設管条例でいろんな形の種類を

決めておりますけれども、実質的にはいろんなコミュニティ集会所と同様の形での管理経

費をそこに措置しているというふうに御理解いただければと思います。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 特別扱いというのは、行政を公平な観点から見ても即刻廃止を求め

ておきたい。
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それで次に、特別会計の後期高齢者医療に移りますけれども、ここでは予算書が４４０

ページで、後期高齢者の医療保険料及び普通徴収における滞納繰越分９２万５，０００円

が計上されております。

そして、予算の資料を出させもらっている分は、後期高齢者医療では１４ページに対応

に関わってのペナルティーということがされている、その資料が１４ページ、予算資料に

出ておりまして、２０２３年度は滞納者は４５人おられて、そこに対する短期保険証が９

件発行されております。

そこで、昨年度もお聞きしましたけれども、昨年のときは無収入の人でも保険料が月額

１，２４０円、年額では１万４，８８０円という説明がありました。今年度の予算措置で

は無収入の人の保険料、月額、年額、幾らかお聞きしたいのと、毎回質問しているわけで

すが、そういった負担の軽減とか免除とかを含めた対応措置があるかどうかを含めて御答

弁いただければと思います。

委員長（山元経穂君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（森重美紀君） 後期高齢者医療の保険料についての御質問でございます。

後期高齢者医療制度の保険料は２年に一度改定され、令和７年度は改定の年ではないた

め、今年度の保険料は昨年と同様、年額１万４，８８６円、月額に換算しますと１，２４

０．５円となります。この保険料は、全ての被保険者が保険料を負担していただくことと

なっております。その中で、低所得者に対しては、保険料の軽減措置や納付相談を行って

おります。低所得者に対する保険料の軽減措置としましては、均等割額については所得に

応じて７割、５割、２割の軽減をすることとしております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 今、部長から昨年と同じ、今年も新年度予算もそういう保険料とな

りますよということで、ここで市長に再度確認を求めておきたいのは、今のこういう後期

高齢者の医療保険の仕組み上、そういった無収入の人でも月額１，２４０円がかかります

よという仕組みなのですよね。それで、ぜひ市長に確認しておきたいのは、端的に言えば

収入がない人でもこういった保険料がかかるような仕組みについて何か市長の思いがあり

ますか。

委員長（山元経穂君） 市民福祉部長。

市民福祉部長（森重美紀君） 先ほども申しましたが、保険料というのは後期高齢者医療
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保険制度は保険制度でございますので、低所得者の方々に対しても保険料を負担していた

だく受益者負担が原則となっております。その中で軽減措置がございまして、竹原市では

７割以上の方が軽減の対象となっており、このきめ細やかな軽減制度の中で低所得者に対

する一定の対応ができているものと認識しております。さらに、その中でも生活困窮にあ

る人については、生活保護などの福祉制度で救済されるものと考えております。

以上でございます。

委員長（山元経穂君） 松本委員。最後です。

委員（松本 進君） いろんな法定軽減を含めて最大の軽減措置を含めても、無収入の人

はこれだけの保険料が要るわけですよね。ですから、端的に収入がない人でもこれだけ医

療保険がかかる仕組みなのだけれども、そこに対して市長はどういうお考えをお持ちなの

かなということを確認しましたが、なかなかそこも答えてくれません。ですから、私はそ

ういった本来の、例えば無収入の人もこれだけ１，２４０円かかるよと、月額。そういう

ことに対しては、本来全額の手当てができれば一番いいけれども、少なくとも緊急にはこ

の半分ぐらいはやろうとか、市の独自の施策として保険料はそういうシステムだけれど

も、市の施策としてこういった１，２４０円、私は全額を希望するのだけれども、少なく

とも半分くらい出そうかなと、支援しようかなというそこらの思いといいますか、ここは

全くもうないのかどうかを確認しておきたい。

委員長（山元経穂君） 副市長。

副市長（新谷昭夫君） 後期高齢者医療制度という部分につきましては御承知のとおりで

すけど、広域連合で県内の同一基準において今の賦課、徴収というものを行っておりま

す。先ほどの保険料についても県内同一の料金、あるいは減免制度についても同一の形で

行っているところでございますので、生活困窮者に対して独自のというのはなかなか非常

に難しいものと考えておりますし、先ほど部長答弁をさせていただいたとおり、非常に厳

しい生活困窮にある方については、別の生活保護等の福祉制度でもって対応していくとい

うのが原則だろうというふうに考えております。

委員長（山元経穂君） 以上をもって松本委員の全体質疑を終結いたします。

これをもって令和７年度予算８会計の全体質疑を終結いたします。

これより順次討論、採決いたします。

議案第１号令和７年度竹原市一般会計予算について、これより討論に入ります。

討論はありませんか。
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平井委員。

委員（平井明道君） 私は、議案第１号に対して反対します。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 私もこの議案に反対します。

委員長（山元経穂君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。

続きまして、議案第２号令和７年度竹原市国民健康保険特別会計予算について、これよ

り討論に入ります。

討論はありませんか。

松本委員。

委員（松本 進君） 私は議案第２号に反対をします。

委員長（山元経穂君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。

続きまして、議案第３号令和７年度竹原市貸付資金特別会計予算について、これより討

論に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。
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これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。

続きまして、議案第４号令和７年度竹原市港湾事業特別会計予算について、これより討

論に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。

続きまして、議案第５号令和７年度竹原市公共用地先行取得事業特別会計予算につい

て、これより討論に入ります。

討論はありませんか。

平井委員。

委員（平井明道君） 私は、議案第５号に反対します。

委員長（山元経穂君） 松本委員。

委員（松本 進君） 私も議案第５号に反対します。

委員長（山元経穂君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。
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続きまして、議案第６号令和７年度竹原市介護保険特別会計予算について、これより討

論に入ります。

討論はありませんか。

松本委員。

委員（松本 進君） 私は、議案第６号に反対します。

委員長（山元経穂君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。

続きまして、議案第７号令和７年度竹原市後期高齢者医療特別会計予算について、これ

より討論に入ります。

討論はありませんか。

松本委員。

委員（松本 進君） 私は、議案第７号に反対をいたします。

委員長（山元経穂君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。

続きまして、議案第８号令和７年度竹原市下水道事業会計予算について、これより討論

に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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委員長（山元経穂君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（山元経穂君） 起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決すること

に決しました。

お諮りいたします。

ただいま議決しました本委員会への付託議案に対する委員会報告書につきましては、本

日の議決結果を報告することといたします。また、本会議での委員長報告の内容につきま

しては委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（山元経穂君） ありがとうございます。御異議なしと認めます。よって、そのよ

うに決しました。

また、あわせて議決事件の字句等の読み間違いにつきましては、後刻、委員長において

調整いたしますので御了承願います。

以上をもちまして予算特別委員会を閉会いたします。

長時間にわたりお疲れさまでした。ありがとうございました。

午後２時１２分 閉会


